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第 10 回遵守委員会会合 

2015 年 10 月 8-10 日 

韓国、麗水 

 

議題項目 1. 開会 

1.1. 歓迎の辞 

1. 遵守委員会（CC）議長のスタン・クローザース氏は、会合を開会すると

ともに、参加者を歓迎し、韓国によるもてなしに感謝の意を表した。 

2. メンバー、協力的非加盟国（CNM）及びオブザーバーはそれぞれの代表

団を紹介した。参加者リストは別紙 1 のとおりである。 

3. 議長は、会合に対し、旅行上の問題により会合初日に参加することがで

きないインドネシア及び南アフリカからの陳謝の意を伝えた。 

 

1.2. 議題の採択 

4. 議題が修正され、別紙 2 の修正議題が採択された。 

5. 会合の文書リストは別紙 3 のとおりである。 

 

1.3. 会議運営上の説明 

6. 事務局長は、主な会議運営上の説明を行った。 

 

議題項目 2. CCSBT 保存管理措置の遵守状況 

2.1. メンバー及び協力的非加盟国からの年次報告 

7. メンバー及び協力的非加盟国（CNM）は、遵守委員会及び拡大委員会

（EC）に対するそれぞれの年次報告書を総括した。メンバー及び CNM
による総括では、管理システムの改善、直近の漁獲量、オブザーバーカ

バー率、帰属漁獲量の共通の定義の導入に関する進捗状況、及びその他

の重要な課題等が特に強調された。日本及び台湾は、2016 年漁期の始め

から、同国への国別配分量から帰属 SBT 死亡量を差し引く予定であるこ

とを表明した。 

8. 会合に提出された国別報告書及び QAR の内容に関して、明確化のための

質問を含め、活発な議論がなされた。報告された課題の中の重要な点及

びこれに関する議論は以下に記載したとおりである。 

9. オーストラリアは、会合に対し、ステレオビデオの自動化に関する報告

書が間もなく 終化されると述べた。同国は、CCSBT 22 までに中間報告

書が利用可能になることを期待するとした。また、オーストラリアは、



 

遊漁漁獲量を推定するための手法を 終化する予定であると述べた。オ

ーストラリアは、現在、オーストラリアの遊漁漁獲量にかかる 1 年の調

査に 200 万ドル以上の費用がかかると推定している。しかしながら、さ

らなる作業が実施されるまでは遊漁漁獲量に関する推定値を得るための

ベースがないことから、オーストラリアは暫定的な推定値も提示するこ

とができないとした。 

10. オーストラリアは、同国のはえ縄漁業に関して電子モニタリングに移行

する予定であるものの、まき網漁業についてはこれは実施可能ではない

と報告した。オーストラリアは、同国東岸のマグロ漁船の大部分につい

て電子モニタリングカバー率は 100％となっているが、各船舶のビデオ

のうち分析されているのは 10％であると報告した。電子オブザーバーで

は得ることができない体長組成のような情報や生物学的サンプルを得る

ために、港でのサンプリングが行われている。 

11. 韓国は、MCS 活動に関する法的根拠を改善するため、遠洋漁業開発法を

改正したと述べた。韓国は、帰属 SBT 死亡量を同国の国別配分量から差

し引くことができるよう、リファレンスを得るために 3 年間の投棄量に

関する情報を収集すべく作業している。韓国は、SBT 輸入に関する CDS
の実施を改善するため、法律を改正しているところである。 

12. 2014/15 年漁期の 後に韓国の SBT 非保持量が大幅に増加したのは、SBT
のクオータに到達した際にオブザーバーが乗船しており、SBT を放流す

る必要に迫られた結果であることが留意された。韓国は、これらの SBT
のうち約 80％が生きたまま放流されたと述べた。 

13. 台湾は、同国による洋上転載の 100％が観察されていること、前漁期に

おいては 23 隻が洋上転載を行ったこと、及び 2014 年漁期において 40 隻

が港内転載を実施したことを確認した。 

14. 台湾は、2016 年漁期から同国の帰属 SBT 死亡量の考慮を開始すると述べ

た。 

15. ニュージーランドは、同国の国内遊漁調査からは SBT の釣獲量の推定値

は得られないため、遊漁漁獲量に関する適当なアローワンスを設定する

ためには別の情報源を用いなければならないとコメントした。ニュージ

ーランドの法制度上、まず総漁獲可能量を定め、そこから遊漁及び伝統

漁業及びその他の死亡要因分のアローワンスを差し引いた上で、商業的

な総漁獲可能量が設定される。また、ニュージーランドは、同国には多

数の遊漁船があるものの、遊漁チャーター船（SBT 漁獲を報告すること

が求められている）を除き、いずれの時期においても SBT が漁獲される

大部分の操業海域には遊漁船は多くはないと述べた。 

16. 2016 年 5 月 1 日までに、ニュージーランド海域で操業する全ての漁船は

ニュージーランド船籍とならなければならないことが留意された。 

17. ニュージーランドは、各漁期に各漁船（商業的用船を除く）に対して一

回は荷下ろし検査を行うことを目標としているが、目標達成は困難であ

った。一般的にニュージーランド海域で操業する 28m 以上の船のみが



 

VMS 設置を義務付けられていることから、SBT 漁船の中で VMS 設置が

求められているのは現時点で 8 隻のみである。しかしながら、ニュージ

ーランドは、VMS のより幅広な導入を検討している。 

18. 日本は、同国の国別報告書及び QAR の結果について紹介した。また、

2016 年 4 月から、同国の帰属 SBT 漁獲量に放流量及び投棄量を含めるこ

とを検討していると述べた。日本は、放流及び投棄による総死亡量の推

定において、RTMP の数字及び SBT に関するポップアップタグによる生

存率から得た死亡量を用いる予定である。 

19. 日本は、同国の市場分析を継続しており、市場におけるアノマリーは探

知されていない。また日本は、いくつかの企業が伝統的な市場の外で

SBT を販売していること、及びこの分野において何が起こっているのか

に関する理解を醸成するためにこれら企業との面談を行っていることを

確認した。 

20. 日本は、日本に水揚げされる SBT 漁獲物の 100％が検査されていると述

べた。日本は、日本の SBT 漁業の遵守状況は、RTMP 報告、CDS、
VMS、転載申請書及び水揚げ検査といった同国の包括的な措置によって

担保されていることを強調した。 

21. また日本は、買受人及び船舶に対する罰則は無報告水揚げに対する抑止

力となっており、また SBT 水揚げにかかるロジスティックス（クレーン

や多くの人員が必要であること）は秘密裏に SBT を水揚げすることを困

難にしていると述べた。 

22. 日本の QAR は、港のパトロールが清水港に偏っていると指摘しており、

日本は、その他の港でのパトロールの実施を検討していると述べた。 

23. 欧州連合（EU）は、SBT は漁獲対象ではなく、2013 年、2014 年及び

2015 年の現時点までにおいて SBT を漁獲しなかったと述べるとともに、

同地域は SBT の大市場でもないと述べた。また、EU は、ヨーロッパ域

内における SBT とされた貿易について調査を実施し、同調査の結果、そ

れらは SBT 製品ではなく、ミスコードによって SBT 貿易とされていたこ

とが明らかになった。 

24. EU は、2015 年 1 月 1 日から、SBT のような大型の浮魚の投棄を禁止して

いる。 

25. EU は、漁獲された生存時重量 50kg 以上の魚種に関するログブックの報

告要件について、RFMO の規則に関わらず、SBT は漁獲された数量に関

わらずログブックに報告されなければならないとしていることを確認し

た。 

26. フィリピンの欠席に関して、以下の質問及びコメントがなされ、フィリ

ピンに対して事務局長がこれを通知するとともに、CCSBT メンバーに対

して回答を回章することが合意された。 



 

• フィリピンは、3 隻の船舶が SBT の漁獲が許可されたと報告している

が、SBT を漁獲したのは 1 隻のみである。この理解は正しいか、また

3 隻の船舶は同じ船主か？ 
• 報告書で述べられた 3 隻の各船舶の大きさは？ 
• 報告書は以下のとおり述べている：「オリンピック制度を採用してお

り、漁獲量が漁獲配分量の 90％に達した時点で船主には通知がなされ

る。そうした状況が発生した場合には、上限の超過を避けるためにど

うするのが 良か、漁船の操業者間で議論が行われる」。会合は、こ

のアプローチは漁船が少ない場合のみ可能なものであることに留意す

るとともに、フィリピンに対し、将来において、特に漁船数が増加す

るような場合には別のアプローチを検討するよう勧告した。 
• オブザーバーカバー率が示されていないが、3 隻が操業したならば少

なくとも 1 隻は観察されるべきであることが留意された。 
• 報告書は以下のとおり述べている：「漁船の船長は、港内で転載され

た数量をモニタリングしなければならない」。港内で転載された数量

をモニタリングしているのは本当に船長であるのかどうかを明確化さ

れたい。 

27. インドネシアは、CCSBT の 低履行要件、特に科学オブザーバーデータ

と同国の漁獲量の管理において、これを履行できなかったことを報告し

た。また、インドネシアは、本年の QAR 報告書の 終化には貢献しなか

ったが、同国の遵守計画の中で、QAR からの勧告を実行した。インドネ

シアにおいて 2015 年に改善された点としては、三つの漁業組合に漁獲枠

が配分され、そこから個々の組合委員に漁獲枠が配分されるようになっ

たこと、及び電子 CDS が導入されたことがある。 

28. インドネシアは、CCSBT における SBT の配分量の全てを商業漁船向けに

配分しており、総トン数 30 トン未満の船舶が分類される同国の沿岸零細

漁船に対する配分はないことを確認した。インドネシアは、同国の商業

漁船はそれぞれの配分量に応じて漁獲するものと考えているが、インド

ネシアは、同国の沿岸零細漁船による漁獲のために同国の総配分量を超

過し続けることになると考えていることを確認した。インドネシアは、

メンバーに対し、条約の第 8 条 4 項(c)、及び CCSBT 21 において同国の

沿岸零細漁船に対する配分を行うことができるよう要請したことをリマ

インドした。メンバーは、インドネシアに対し、同国の沿岸零細漁業に

おける SBT 漁獲量をカバーするためのアローワンスを設定するべく商業

漁業に対する配分量の削減を検討するよう要請した。 

29. ニュージーランドは、CCSBT が 2018 年から SBT 帰属漁獲量を国別配分

量から差し引く事に合意している点に留意した。インドネシアは、同国

ではすべての SBT が水揚げされるので、同国の帰属漁獲量において投棄

量を考慮する必要はないと述べた。 

30. インドネシアは、オブザーバー関連の担当部署がより良く SBT 漁獲を対

象とすることができるよう、同部署に対して SBT 許可船舶リストを提供



 

したので、SBT 船舶にかかるオブザーバーカバー率が改善することを期

待していると述べた。 

31. 南アフリカは、他の事項と合わせ、ケープタウンにおける入港管理セン

ター（PECC）の設立、及び 7 隻の外国漁船の検挙及び処罰等、MCS 措

置の維持及び強化を継続していると報告した。 

32. 南アフリカは、同国の国内 SBT 漁業はオリンピック方式により操業され

ているが、同国が委員会に加盟して 150 トンの配分量を得れば個別割当

方式に移行していく考えであると述べた。 

 

2.2. 事務局からの報告 

33. 事務局は、メンバー及び CNM による CCSBT 管理措置に関する遵守状況

を総括した文書 CCSBT-CC/1510/04 を説明した。主な留意点は以下のと

おりである。 

• 2013 年及び 2014 年漁期ともに、SBT の全世界総漁獲可能量（TAC）
を超えて漁獲された。 

• オーストラリアの 2013/14 年漁期における漁獲量は、同国の有効な配

分量 5,311.8 トン（5,193 トンプラス繰越分 118.8 トン）を 107.2 トン超

過し、5,419 トンであった。このため、オーストラリアは、2014/15 年

漁期の同国の配分量から 108 トンを自主的に削減した。 
• 欧州連合は、輸入に関する漁獲証明制度（CDS）文書をまったく提出

していない。 
• インドネシアは、2014 年の同国の国別配分量を 313.32 トン超過して漁

獲した。2010-2014 年の 5 年間において、インドネシアのミナミマグロ

（SBT）報告漁獲量は 4,833.63 トンであり、同期間の総漁獲配分量

（3,446 トン）を 1,387.63 トン（40.3％）超過した。さらに、2014 年の

品質保証レビュー報告書は、インドネシアの SBT 管理システムが

CCSBT の 低履行要件に合致していることを示す文書的な証拠は不十

分であったと結論付けた。 
• 南アフリカは、2014 年の同国の配分量を 10.5 トン超過して漁獲した。

2010-2014 年の 5 年間において、南アフリカの SBT 報告漁獲量は 275.7
トンであり、同国の配分量を 75.71 トン（37.9％）超過した。 

34. メンバーは、インドネシアが同国の沿岸零細漁船に対する配分量を確保

することの重要性、及び南アフリカが個別割当方式に移行することの望

ましさに関する議題 2.1 でのコメントを繰り返した。 

 

2.3.  CCSBT 管理措置の遵守状況の評価 

2.3.1. メンバーの遵守状況 

35. オーストラリアが 2013/14 年漁期の国別配分量を 107 トン超過して漁獲し

たこと、及びオーストラリアが CCSBT 是正措置政策を適用し、過剰漁獲



 

分を是正するために 2014/15 年の同国の TAC を自主的に削減することが

留意された。 

36. インドネシアによる継続的な過剰漁獲が再度留意された。 

 

2.3.2. 協力的非加盟国の遵守状況 

37. 南アフリカについて、継続的な過剰漁獲とともに、南アフリカが委員会

に加盟した際に受領する配分量の増加分がこの問題を解決する可能性が

あることが留意された。 

38. EU は、少量の輸入に関して事務局に CDS 文書が提出されていない問題

に対処するよう努力すると述べた。しかしながら、文書の未提出及び提

出の遅延といった報告に関する課題は、多くのメンバー及び CNM にも共

通する問題である事も留意された。 

 

2.3.3. 是正措置政策の適用 

39. 全てのメンバー及び CNM が報告に関する何らかの問題を抱えており、こ

れを解決すべく作業を行う必要があるという一般的な見解があった。 

40. インドネシアの継続的な過剰漁獲と、将来的な過剰漁獲をいかにして防

止するかについての重大な懸念があった。インドネシアによる遵守の達

成の一助として是正措置政策が適用されるべきであることが合意され

た。インドネシアの QAR では、インドネシアが支援を必要としている制

度及びプロセスの問題が特定され、またメンバーはインドネシアが同国

特有の問題に対処することを支援するよう奨励された。インドネシア

は、キャパシティ・ビルディングに関するインドネシアへの支援の奨励

について感謝した。またインドネシアは、他メンバーによる漁獲クオー

タ配分モデルの提供を期待するとともに、インドネシアまぐろはえ縄漁

業の実態を考慮した上でこのモデルを適用する可能性についてレビュー

することを約束した。 

 

議題項目 3. CCSBT 遵守計画の実施 

3.1 2015 年に予定されている行動 

3.1.1. 遵守委員会及び拡大委員会に対する年次報告書のテンプレート 

41. 事務局は、CC 及び EC に対する年次報告書テンプレートの三つの分野に

おける改定案（テンプレートへの二つの新しい別紙（A 及び B）の追加

を含む）を提案した文書 CCSBT-CC/1510/05 について説明した。 

42. 会合は、すべての改定案について合意した。 

 

 



 

3.1.2. 電子的監視技術 

43. 台湾は、2011 年から電子モニタリングに関する調査を実施していると述

べるとともに、漁獲数量及び種組成の判断における有効性が証明されて

いることを指摘した。 

44. また、台湾は、台湾及び ISSF の共同開催により、本年 12 月 16-18 日に、

はえ縄漁業における電子モニタリングの現状及び将来の見通しについて

議論するためのワークショップを台湾で開催すると告知した。台湾は、

全ての会合参加者に対して、同ワークショップへの参加を呼びかけた。 

45. オーストラリアは、西部及び東部はえ縄漁業の両方における同国の電子

モニタリング活動に関する更新情報を提供した。30 日以上操業する漁船

である 39 隻に対してこれまで同技術が適用されており、そのほとんどは

東岸の漁船である。システムから得られたデータは定期的に AFMA にア

ップロードされるが、映像はその限りではない。これはハードディスク

ドライブから収集されており、毎月、港において交換されている。その

後、AFMA が記録を分析している。できれば記録を 100％分析すること

が望ましいものの、漁業活動（全ての投縄及び揚縄）の 10％を分析する

ことが目標となっている。魚種の同定、体長の推定、生存状況等に用い

ることができるよう、船上には平均で 4 つのカメラが設置されている。 

46. メンバーは、オーストラリアに対し、データの所有権に関する問題は発

生しているかどうか、また誰がデータを所有しているのかについて質問

した。オーストラリアは、電子モニタリングによって収集されたデータ

は AFMA が所有しており、これは商業上の機密ではないものと考えられ

ると回答した。 

47. また、メンバーは、データの保管及び分析に関して、オーストラリアが

どのように膨大な映像を管理しているのか（例えば費用及び人的資源）

について質問した。オーストラリアは、より長期間にわたってデータを

保持する理由がない限り、データの破棄までに 7 ヶ月間データを保管し

ておく規定があると回答するとともに、分析は第三者の委託先が実施し

ていると回答した。同国は、この技術が費用対効果の高いものであり、

業界に対して節約をもたらしているものと考えている。 

48. 米国は、メンバーに対し、GEF 公海 ABNJ まぐろプロジェクトには電子

モニタリングを含む二つのサブプロジェクトがあり、一つはガーナの巻

き網、もう一つはフィジーのはえ縄に関するものであることをリマイン

ドした。三つ目のサブプロジェクトもセーシェルで間もなく開始される

可能性がある。これらのプロジェクトの結果は CCSBT においても有益な

ものと考えられる。 

49. 議長は、電子モニタリング技術は漁業に限られたものではなく、警察の

CCTV 取締りも膨大なデータ収集及び分析の例として挙げられると指摘

した。ヨーロッパでは、これらのデータの分析にかかる専用システムが

開発されており、また対応行動の発動にかかるルールが定められている

ため、漁業セクターにおいてもデータ分析を支援するための専用システ

ムが開発できる可能性がある。 



 

50. 会合は、このような技術は科学オブザーバーにかかる補完的なツールと

しては有益であるものの、電子的技術では代替できない、例えば生物学

的サンプリングのような科学オブザーバーの一部の活動に鑑みれば、こ

れを代替ツールと見なすことはできないと考えられる事に留意した。 

 

3.1.3. 合意された漁獲モニタリングにかかる 低要件 

51. 会合は、この議題項目に関する分野におけるメンバーの進捗状況につい

ては議題項目 2.1 で既に説明されており、さらなる説明や議論は必要ない

ことに合意した。 

 

3.1.4. 二国間協定又は国際ネットワークを通じたモニタリングの強化 

52. 事務局は、事務局と国際的な監視・管理及び取締り（IMCS）ネットワー

ク及び他の地域漁業管理機関（RFMO）との遵守に関する関係について

の更新情報を提供した文書 CCSBT-CC/1510/06 を説明した。 

53. 本文書では、コンプライアンス・マネージャーが、2016 年 3 月にニュー

ジーランドのオークランドで開催される予定の IMCS 第 5 回国際漁業取

締りトレーニングワークショップ（第 5 回 GFETW）に参加予定であると

した。 

54. また、2015 年に二つの転載に関する了解覚書（MoU）の更改に合意し、

事務局長がこれらに署名したことが留意された。 

• 一つは、CCSBT と大西洋まぐろ類保存国際委員会（ICCAT）との間の

MoU である。 
• もう一つは、CCSBT とインド洋まぐろ類委員会（IOTC）との間の

MoU である。 
これらの転載 MoU は 2015 年 7 月 1 日から発効しており、事務局文書に

おいて別紙として提供された。 

55. メンバーは、これらの MoU に関して以下の事項に留意した。 

• 適切な機会を捉えて、CCSBT-IOTC の MoU のパラグラフ 4 について、

実際に洋上で SBT の転載を行った締約メンバー／主体であるかどうか

に関わらず、CCSBT と IOTC 共通の加盟メンバー/主体すべてを列記す

ることで明確化するよう改正すべきである。 
• 台湾は IOTC の締約主体ではないので、IOTC との MoU のパラグラフ 4

には記載されていない。 
 

3.2 2016 年に予定されている行動 

3.2.1. CCSBT のデータ収集及び管理に関する制度／プロセスの精査
に関する研究 

56. 会合は、この作業は重要ではあるものの、EC はより優先度の高い課題に

直面しており、本作業を 2017 年以降に先送りした方が良いと考えられる



 

ことに合意した。この提案に関する費用の見積りがないことが検討を困

難にしているとの指摘があった。 

57. 事務局が本研究に関する付託事項をドラフトし、粗々の費用見積を提示

するよう提案された。 

 

議題項目 4. CCSBT MCS 措置のレビュー及び改正 

4.1.   転載 

4.1.1. 報告 

58. 事務局は、文書 CCSBT-CC/1510/07 のセクション 3 について説明し、

2014 年及び 2015 年上半期に事務局が受領した転載データについて報告し

た。事務局の報告では、2015 年 1 月 1 日以降に事務局が受領した港内転

載についても総括した。 

 

4.1.2. 転載 MoU 

59. 事務局は、WCPFC 条約水域における SBT を含む洋上転載に関する

CCSBT と WCPFC との間の転載 MoU の締結の可能性を事務局が調査す

るという（CC 9 に対する）日本からの要請について報告した。 

60. 事務局は、WCPFC の転載措置 CMM 2009-06 を参照するとともに、

CCSBT と WCPFC の転載措置の間に、以下のような運用上の大きな違い

があると指摘した。 

• WCPFC は、転載オブザーバーの配乗及び契約に関する責任を有してお

らず、これらのオブザーバーは、国別及び準地域的なメンバー及びオ

ブザーバー計画に由来するものである 

• WCPFC は、単一の標準的転載申告書を使用していない 

• WCPFC の転載申告書について、船長が署名をしなければならないとす

る法的拘束力のある要件がない 

• オブザーバー報告書の提出に関するスケジュールに相違がある 

61. 日本は、WCPFC との MoU を締結するオプションを追求する事を希望す

ると繰り返し述べた。日本は、CCSBT と WCPFC の転載措置の間には相

当大きな違いがあることから、現行の CCSBT 転載決議に適用除外条項を

追加することで MoU に合意できる可能性があると述べた。 

62. メンバーの一つは、現在、WCPFC が転載措置の改正作業を進めていると

述べた。 

63. 会合は、CC 11 に対して提示する転載 MoU 案（CCSBT の現行の洋上転載

基準を全て維持したもの）の策定を試みることができるよう、事務局は

（WCPFC の CMM 2009-06 の改正事項を考慮しながら）WCPFC とのやり

とりを継続すべきであると合意した。 



 

 

4.1.3. 転載に関する運用上の課題 

64. 事務局は、前年に複数回発生した運用上の問題点を一つ提起した。その

問題点とは、SBT が他のまぐろ類としてご報告されていると転載オブザ

ーバーが確信している事例が、転載オブザーバーから複数回報告された

ことである。しかしながら、オブザーバーから提供された写真では、そ

の魚が実際に SBT であることを証明するには不十分であった。決定的な

種同定を行うことができるよう、事務局は、メンバーから事務局に対

し、後の遺伝子分析のためにオブザーバーに組織サンプルを収集する機

器を持たせることの実現可能性／費用を調査するためにオブザーバーコ

ンソーシアムに接触するよう要請することについて検討するよう勧告し

た。 

65. メンバーの一部はこの勧告に合意しなかった。会合は、関連する運搬船

から漁獲物が荷下ろしされる際に旗国がこれらを調査することができる

よう、そうした出来事の後、オブザーバーが可能な限り速やかに旗国に

対して懸念事項を報告すべきであると提案した。 

66. メンバーの一つは、メンバーの国別報告書（年次報告書テンプレート）

の事項 II(3)(a)iii について、十分に包括的な情報が報告されたのかどうかを

質問した。事務局は、この事項に対応するためにより詳細な情報が提出

されることを期待していると回答した。 

67. メンバーは、（年次報告書テンプレートの）事項 II(3)(a)iii1について、特に

オブザーバーが明らかな不調和を強調したような場合には、これをより

詳細に報告するようコミットすべきであると合意した。 

 

4.2.   漁獲証明制度（CDS） 

4.2.1. CDS の運用上の課題 

68. 事務局は、CCSBT の漁獲証明制度（CDS）の運用上の課題について記述

した文書 CCSBT-CC/1510/07 のセクション 2 を説明した。課題の多くは

昨年報告されたものと同様であった。しかしながら、本年、事務局は、

輸入国から事務局に対して文書の写しが提出されていないか、又は定め

られたスケジュールに従って輸入文書の写しが検知及び提出がされない

問題を強調した。 

69. 続いて、事務局は、現在の REEF の利用のされ方に関する様々な分析結

果を提示した文書 CCSBT-CC/1510/08 を説明した。 

70. 日本は、現行の CDS の取決めの下では日本は CTF の情報を得ることがで

きないため、各 REEF に対してただ一つのソース文書を用いることは、

不可能ではないにしても、困難であると述べた。韓国は、REEF 上で SBT

                                                 
1 前漁期中に LSTLV から洋上で転載物を受けた運搬船に配乗されたオブザーバーからの報告

に関する内容及び結果を評価する包括的な報告書 



 

の二次加工品（例えばほほ肉やカマ）の輸入にどう対応するのかといっ

た特別な状況について検討が必要であると述べた。 

71. メンバーが各 REEF にただ一つの先行文書を添付できるようになるまで

は、事務局が CDS 文書の過剰利用分析を実施することは不可能であるこ

とが確認された。 

 

CDS に関する米国の協力 

72. 米国は、SBT の全ての輸入及び再輸出について CCSBT の CDS 文書の添

付を求めていると述べた。さらに、CDS への効果的な協力の一助となる

よう、米国は、2016 年から事務局に対して CDS 輸入データを提供する予

定である。提供されるデータは、米国の機密性要件を遵守しながらも、

米国への SBT 貿易に関するデータを照合するのに十分な解像度となる予

定である。 

73. 議長は、米国による CCSBT への協力と、CCSBT の CDS プログラムへの

参加について感謝の意を表した。 

 

4.2.2. CDS 決議の改正 

74. 事務局は、CCSBT の漁獲証明制度（CDS）決議の改正案を提示した文書

CCSBT-CC/1510/09 を説明した。 

75. メンバーは、CDS 改正案の全体的な方向性については合意したものの、

いくつかの懸念も指摘した。また、メンバーは、CC 11 及び CCSBT 23 が

確固たる意志決定を行うことができるよう、改正を詳細に検討するため

の休会期間中のプロセスが必要であると思料した。その時点で eCDS に

ついて検討することができると考えられる。メンバーから提起された懸

念は以下のようなものである。 

• 別添 1 の記載要領がない 
• 例えばニュージーランドは市場の全ての段階において SBT にタグが保

持されているべきと考えているように、いくつかの CDS の課題がカバ

ーされていない 
• 日本は、同国の国内市場において決議の変更を実施するまでには 低

でも 6 ヶ月が必要であり、古い様式も引き続き使用することができる

移行期間も必要であると述べた 
• 文書の提出を四半期ごとではなく毎月ベースにすること、及び漁獲標

識様式の提出のタイミングにかかる提案については、一部のメンバー

には実施困難である 

76. 日本は、CCSBT と ICCAT の畜養関連の CDS 文書を比較するとともに、

現行の CDS 決議の改正案の提出予定を示唆した文書 CCSBT-CC/1510/Info 
05 を説明した。この情報は、CDS の改正に関する休会期間中の議論の一

環として検討され得ることが留意された。 



 

77. 事務局は、ICCAT の e-BCD 及びその他の CDS システムについて、費用

対効果が高い形で CCSBT の要件に合致するよう調整し得るかどうかを評

価した文書 CCSBT-CC/1510/10 を紹介した。 

78. 文書は、レビューしたシステムのいずれか、例えば ICCAT の eBCD をベ

ースに活用したとしても、CCSBT の eCDS の開発費用は高額になるもの

と予想されると指摘した。また、統合データベースシステム及び電子的

報告のメリットについて指摘するとともに、CCSBT が統合データベース

システムの採用も検討するよう提案した。同文書は、CCSBT がまず 初

にスタンドアローンの eCDS システムと統合システムのどちらの導入を

望むのかを決定する必要があること、システムにおける電子的報告のメ

リットを考慮すべきこと、 も適切と考えられる既存のソフトウェアシ

ステムについてさらに調査する前にシステムの全体的なデザインを考え

るべきであることを勧告した。このためには、CCSBT はまず CDS レビ

ューと、データの統合及び効率性に関して提案されている研究（議題

3.2.1）を完了させる必要がある。 

79. メンバーは、費用の見積無しに勧告に関して判断を下すことは困難であ

ると表明したが、現行の紙ベースのシステムに比べて、電子システムが

大幅な節約及び改善をもたらし得ることに留意した。 

80. また、メンバーは、統合システムの開発にかかる複雑性、及びどのよう

にして各国のシステムと統合していくのかについて懸念を表明するとと

もに、スタンドアローンの eCDS の開発に集中するよう希望した。 

 

4.3.   許可船舶決議 

81. 事務局は、CCSBT の許可船舶決議の改正案（CC 9 報告書の文言案及び事

務局によるその他の修正案を含む）を提案した文書 CCSBT-CC/1510/11
を説明した。 

82. 会合は、事務局文書における新パラグラフ 8 を除く全ての修正を採択す

るよう勧告した。勧告された決議改正案は別紙 4 のとおりである。 

 

4.4.   VMS 

83. この議題項目の下で議論された事項はなかった。 

 

4.5.   遵守にかかる全ての決議、決定及び勧告のレビュー 

84. 事務局は、議題項目 4.3 の下で検討された許可船舶決議を除き、決議をレ

ビューするための十分な時間を確保することができなかった。このた

め、この議題項目で議論された事項はなかった。 

 



 

4.6.   IUU 船舶リスト案 

85. SBT の IUU 漁業活動への関与が推測された船舶に関する情報は事務局に

提出されなかった。 

 

4.7.   低履行要件 

86. 事務局は、 低履行要件（MPR）のうち許可措置（セクション 2.1、2.2
及び 2.3）、転載（セクション 3.3）及び年次報告（セクション 6.5）の改

定案を示した文書 CCSBT-CC/1510/12 を説明した。 

87. 会合は、いくつかの微修正を加えた上で、事務局文書において提案され

た MPR の修正勧告のすべてに合意した。改定 MPR は別紙 5 のとおりで

ある。 

 

4.8.   品質保証レビュー 

88. 事務局は、2015 年の QAR プログラムの背景情報、及び文書 CCSBT-
CC/1510/15 に示した 終総括報告書からの勧告について説明した。 

89. 会合は、報告書による 4 つの勧告に留意したが、すべてのメンバーに対

する一巡目の QAR が完了するまでは、QAR の形式に大幅な変更は加え

るべきではないことに合意した。さらに、QAR の目的は問題のある分野

及び改善が必要な分野を特定することであって、メンバー間でスコアを

比較することではないことから、スコアリング・マトリックスは今後使

用しないことに合意した。 

 

4.9.   貿易データのレビュー 

90. 事務局は、グローバル・トレード・アトラス（GTA）から得た貿易デー

タ分析のアップデートに関する文書 CCSBT-CC/1510/16 を説明した。メ

ンバーは、文書に示された以下の勧告の全てを承認した。 

• 事務局が GTA データベースの購読を継続すること 
• CCSBT の CDS の運用に関して、CCSBT が中国及びシンガポールに対

して引き続き協力を求めること 
• 非協力的非加盟国（NCNM）に SBT を輸出するメンバーは、貿易を行

う NCNM が CDS に協力するよう奨励する上で主導的な役割を果たす

こと 

91. GTA の数字は、活魚を含む相当量の SBT が EU 加盟国内で貿易されたこ

とを示唆しているが、事務局は、これはコードミスによるものと考えら

れるとの見解を示した。EU は、EU 加盟国間の貿易は公的な通関を伴わ

ないので輸出入として見なされるべきではなく、またダブルカウントさ

れているケースも考えられることから、GTA の数字については注意深く

対応される必要があると述べた。EU による 2007－2012 年の期間のデー

タに関する全面的な調査の結果、GTA の数字はミスコードによるもので



 

あり、EU 加盟国間で実際に取引された SBT はなかったことが示唆され

た。EU は、2013 年及び 2014 年の数字についても対応するとともに、そ

の結果を CC 11 に報告することに合意したが、結果は同じと考えられる

とした。日本は、当該調査においては、ミスコードが発生した原因の特

定を行うよう要請した。 

92. 台湾は、台湾からマレーシアに SBT の活魚が輸出されたことを示してい

る GTA の数字について税関と確認し、これがミスコードであったことを

確認した。貿易された魚種は、SBT ではなくハタであった。 

 

議題項目 5. 新規又は強化 MCS 措置（MCS 制度のベストプラクティス

の特定及び共有の継続を含む）に関する議論 

5.1. 寄港国措置 

93. 日本は、港内検査の 低基準を定めた CCSBT 制度に関する決議案にかか

る文書 CCSBT-CC/1510/18 を説明した。 

94. 会合は、決議案の作成に関して日本に感謝するとともに、微修正を加え

た上で決議案に合意した。勧告された港内転載に関する 低基準は  

別紙 6 のとおりである。 

 

5.2. SBT（特に一次加工されたもの）を同定するオブザーバー、証明者及
び確認者を支援するための新規技術及び手法に関する研究開発 

95. この議題項目の下に検討された事項はなかった。 

 

5.3.  MCS 制度のベストプラクティスの特定及び共有の継続 

96. 議長はこの議題項目について紹介し、メンバーに対して関連する情報及

び成果を共有する機会を提供した。 

97. ニュージーランドは、会合に対し、同国が 2016 年 3 月の IMCS 第 5 回グ

ローバル漁業取締りトレーニングワークショップを共同開催することを

リマインドした。 

98. 台湾は、会合に対し、2015 年 12 月 16-18 日にかけて同国及び ISSF が電

子モニタリングワークショップを共同開催することをリマインドした。 

 

議題項目 6. 2016 年の作業計画 

99. 遵守委員会は、以下のとおり 2016 年の作業計画を策定した。これらの活

動は、EC からの予算措置が条件となる。2016 年から新たに開始されるも

のを除き、毎年の定例的な作業は記載していない。 



 

活動 時期 リソース 
フィリピンに対して、同国の国別報告書に関するメンバー

の質問及びコメントを送付するとともに、その回答を

CCSBT メンバーに対して回章する 

2015 年 10 月 事務局 

CCSBT 22 による予算措置を条件に、韓国及びニュージー

ランドにおいて QAR を実施するため、現行の評価事業者

との契約を保持する 

2015 年 11-12
月 

事務局 

国際的な監視・管理及び取締りネットワークの第 5 回グロ

ーバル漁業取締りトレーニングワークショップに参加する 
2016 年 3 月 事務局 

メンバー及び CNM の遵守委員会に対する国別報告書にお

ける輸入量と輸出量の間の明白な不調和に関する調査を行

う 

CC 11 まで 事務局及び

メンバー 

WCPFC が同委員会の転載要件の改正作業中であることを

踏まえつつ、CCSBT の現行の転載基準を維持した規定の形

で、CC 11 に対して提示する転載 MoU 案を策定することが

できるよう、WCPFC とのやりとりを継続する 
 

CC 11 まで 
 

 

事務局 
 

CCSBT のデータ収集及び管理に関するシステム及びプロセ

スを精査するための研究に関する付託事項を起草するとと

もに、本研究の実施にかかる粗々の費用見積りを得る 

CC 11 まで 事務局 

2016 年に、韓国及びニュージーランドはフェイズ 1 と 2 を

合わせた QAR に取り組む 
CC 11 まで 韓国及びニ

ュージーラ

ンド 
CCSBT の CDS 決議のレビューを完了させるため、休会期

間中のワークショップを開催する   
CC 11 まで メンバー及

び事務局 
沿岸零細漁業、商業漁業、遊漁及び伝統漁業といった異な

る漁業セクターに関する用語の使用について、メンバーが

用いている定義を確認し、記録する 

CC 11 まで 事務局及び

メンバー 

As part of the Corrective Actions Policy, provide assistance to 
Indonesia to help it comply with its allocation of the global SBT 
total allowable catch. 
是正措置政策の一環として、全世界の SBT 総漁獲量の配分

量の遵守の一助となるよう、インドネシアに対する支援を

行う 

CC 11 まで メンバー 

 

議題項目 7. その他の事項 

100. オーストラリアは、養殖及び畜養におけるマグロの成長率に関する情報

をアップデートした文書 CCSBT-CC/1510/Info 02 を説明した。オースト

ラリアは、本文書の目的は、オーストラリアの畜養場に活け込まれた天

然 SBT の重量が過少申告されているという日本の仮説を試験するため

に、基本的な経済的及び科学的原則及びベンチマークを使用することで

あると述べた。 

101. オーストラリアは、同国の文書では、メキシコ、クロアチア及び日本の

類似したマグロ畜養システムに関する国際的なベンチマークは多くの参

考文献において総括されていると指摘した。オーストラリアの以前の文

書に対する日本の回答に対して、オーストラリアから多くの異議が申し

立てられた。  



 

102. オーストラリアは、問題を前に進めるため、日本が反論しなかったデー

タに基づいて行ったさらなる分析を遵守委員会に提出したと述べた。こ

れらの反論がなかったデータには、畜養場に活け込まれた SBT の数、増

肉係数のベンチマーク 10:1、使用された飼料の総量、生け簀からの取り

上げ数量、生け簀から取り上げた SBT の平均重量が含まれる。 

103. オーストラリアの文書では、これら反論のなかったデータを用いて、畜

養場への活け込み重量が過小申告されているという日本の仮説について

試験を行った。まず 初に、その仮説が畜養場で使用された既知の飼料

の量に見合っているかどうか。二つ目に、その仮説が畜養場から収穫さ

れた SBT の魚のコンディション・インデックスの必要水準に見合ってい

るかどうか。 

104. オーストラリアの分析では、日本の仮説は、オーストラリアで使用され

た飼料の量が実際の使用量よりも大幅に少ないことを暗示していると示

唆した。また、オーストラリアの分析は、日本の仮説では、コンディシ

ョン・インデックスが畜養場で通常達成される水準よりもはるかに低

く、かつ多くの天然 SBT よりも低いと暗示していることが示された。オ

ーストラリアの結論としては、反論がなかったデータを用いた場合で

も、日本の仮説は妥当ではない。オーストラリアは、反論があったデー

タでもなかったデータでも、喜んで引き続き情報交換を行っていく考え

であると述べた。 

105. オーストラリアは、日本が同国の仮説を組む上で用いたデータをオース

トラリアに提供することを引き続き拒否していることに再度留意した。

日本は、CCSBT-ESC/1509/32 の分析には、事務局から回章されている

CDS の取りまとめデータと、毎年のデータ交換を通じて提供されている

SRP 標識データを用いていると述べた。 

106. 日本は、オーストラリアの文書（CCSBT-CC/1510/Info 02）では、

CCSBT-CC/1510/32 の日本の分析及び標識付けによる SBT の成長への影

響を含めて、多くの誤った引用がなされていると指摘した。また日本

は、日本の文書におけるコンディション・インデックス（SBT の肥満

度）について、オーストラリアが誤解していると主張した。日本が分析

したコンディション・インデックスは天然及び畜養 SBT の両方に妥当な

レンジに収まっており、オーストラリアが主張するそれと類似している

と主張した。 

107. さらに日本は、オーストラリアは公表済みの公式の数字であると述べて

いるにも関わらず、2013 年の SBT 畜養に使用された餌料の報告量が昨年

提出された文書と現在の文書とで異なっていると指摘した。このため日

本は、オーストラリアに対して、餌料の量が実際に SBT の畜養だけに用

いられたものであるのかどうかの確認を求めた。この明確化の求めに対

して、オーストラリアからの回答はなかった。 

108. 日本は、オーストラリアのプレゼンテーションには同意できないと述べ

た。日本は、すべてのデータに反論がなかったと主張するのは時期尚早



 

であると指摘した。すべてのデータは慎重に調査されなければならな

い。 

109. 日本は、この問題に対応するための方法を提案した。すなわち、100 尾サ

ンプリングの時点で魚に標識を装着し、取り上げ時に再補するのであ

る。これは、畜養 SBT の成長率を推定するにあたって、シンプルかつ実

施可能な手法である。また日本は、2012 年の EC 会合におけるステレオ

ビデオカメラ（SVC）に関するオーストラリアの声明にも関わらず、ま

だこれが導入されていないために議論が継続していることに対して懸念

を表明した。SVC システムの問題については、来たる EC 会合において

議論することが留意された。 

110. またこの問題は、全てのメンバーによる CCSBT の枠組みの中で議論され

ることが留意された。 

111. ニュージーランドは、同国の報告輸出量と漁獲量の数字の間の差違に関

する質問に対して明確化した。同国は、ニュージーランドの輸出量の数

字は加工済み重量を示しているのに対して報告水揚げ量は原魚重量であ

り、これが報告された数字の間の差違の大部分を説明するものであると

述べた。 

 

議題項目 8. 拡大委員会への勧告 

112. 遵守委員会は、拡大委員会に対して以下の勧告を行った。 

• EU が EC のメンバーになるための申請を行っていることに留意しつ

つ、EU、フィリピン及び南アフリカの協力的非加盟国としての地位を

継続すること 
• シンガポール及び米国について、将来の遵守委員会会合に出席するよ

う招待すること 
• 2015-17 年の遵守行動計画を着実に実施するよう留意すること 
• 遵守委員会の 2016 年の行動計画案を承認すること 
• 文書 CCSBT-CC/1510/05 に示された年次報告書テンプレートの改定案

を承認すること 
• 許可船舶決議案（別紙 4 ）を承認すること 
• 許可、転載及び報告に関する 低履行要件案（別紙 5 ）を承認するこ

と 
• 港内検査に関する 低基準決議案（別紙 6 ）を承認すること 
• 非協力的非加盟国（NCNM）に SBT を輸出するメンバーは、貿易を行

う NCNM に対して CDS に協力するよう奨励する上で主導的な役割を

果たすべきこと 
 
 
 



 

議題項目 9. まとめ 

9.1.   報告書の採択 

113. 報告書が採択された。 

 

9.2.   閉会 

114. 会合は、2015 年 10 月 10 日午後 2:57 に閉会した。  



 

別紙リスト 

 

別紙 

1. 参加者リスト 

2. 議題 

3. 文書リスト  

4. みなみまぐろ漁業許可船の CCSBT の記録に関する決議 

5. 許可措置、転載及び報告に関する改定 低履行要件 

6. 港内検査の 低基準を定めた CCSBT 制度に関する関する決

議 
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第 10 回遵守委員会会合 
2015 年 10 月 8－10 日 

韓国、麗水 
議題 

 
1. 開会 

1.1. 歓迎の辞 
1.2. 議題の採択 
1.3. 会議運営上の説明 
 

2. CCSBT 保存管理措置の遵守状況 
2.1. メンバー及び協力的非加盟国からの年次報告 
2.2. 事務局からの報告 
2.3. CCSBT 管理措置に関する遵守状況の評価 

2.3.1. メンバーの遵守状況 
2.3.2. 協力的非加盟国の遵守状況 
2.3.3. 是正措置政策の適用 
 

3. CCSBT 遵守計画の実施 
3.1. 2015 年に予定されている行動 

3.1.1 遵守委員会及び拡大委員会に対する年次報告書のテンプレートのア

ップデート 
3.1.2 電子的監視技術 
3.1.3 合意された漁獲量モニタリングにかかる最低要件 
3.1.4 二国間協定又は国際ネットワークを通じたモニタリングの強化 

3.2. 2016 年に予定されている行動 
3.2.1. CCSBT のデータ収集及び管理に関する制度／プロセスの精査に関

する研究 
 

4.  CCSBT MCS 措置のレビュー及び改正 
4.1. 転載 

4.1.1 報告 
4.1.2 転載MoU 
4.1.3 転載に関する運用上の課題 

4.2. 漁獲証明制度（CDS） 
4.2.1. CDS の運用上の課題 
4.2.2. CDS 決議の改正 

4.3. 許可船舶決議 



 
4.4. VMS 
4.5. 遵守にかかる全ての決議、決定及び勧告のレビュー 
4.6. IUU 船舶リスト案 
4.7. 最低履行要件 

4.8. 品質保証レビュー 

4.9. 貿易データのレビュー 

 
5. 新規又は強化 MCS 措置（MCS 制度のベストプラクティスの特定及び共有の

継続を含む）に関する議論 
5.1. 寄港国措置 
5.2. SBT（特に一次加工されたもの）を同定するオブザーバー、証明者及び

確認者を支援するための新規技術及び手法に関する研究開発 
5.3. MCS 制度のベストプラクティスの特定及び共有の継続 

 
6. 2016 年の作業計画 

 
7. その他の事項 

 
8. 拡大委員会への勧告 

 
9. まとめ 

9.1. 会合報告書の採択 
9.2. 閉会 
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文書リスト 
第 10 回遵守委員会会合 

 
(CCSBT-CC/1510/03) 
1. Provisional Agenda  
2. List of Participants 
3. List of Documents 
4. (Secretariat) Compliance with CCSBT Management Measures (Rev.1)  

(CC agenda item 2.2) 
5. (Secretariat) Proposed Revision to the Template for the Annual Report to 

Compliance Committee and Extended Commission (CC agenda item 3.1.1) 
6. (Secretariat) Update on the Secretariat’s Compliance Relationships with the 

IMCS Network and other RFMOs (CC agenda item 3.1.4 and 4.1.2) 
7. (Secretariat) Operation of CCSBT MCS Measures (CC agenda items 4.1 and 

4.2.1) 
8. (Secretariat) Analysis of REEF Utilisation (CC agenda item 4.2.1) 
9. (Secretariat) Draft Revision of the CCSBT’s Catch Documentation Scheme 

(CDS) Resolution (CC agenda item 4.2.2) 
10. (Secretariat) Evaluation of ICCAT’s eBCD and other CDS systems to determine 

if they could be adapted to meet CCSBT’s requirements in a cost effective 
manner (CC agenda item 4.2.2) 

11. (Secretariat) Proposed Revisions to CCSBT MCS Measures (CC agenda item 4.5) 
12. (Secretariat) Draft Revised Minimum Performance Requirements  

(CC agenda item 4.7) 
13. (Secretariat) GTC’s Final Report on the Quality Assurance Review – Indonesia 

2014 (CC agenda item 4.8) 
14. (Secretariat) GTC’s Report on the Quality Assurance Review – Japan 2015  

(CC agenda item 4.8) 
15. (Secretariat) GTC’s Over-Arching Report on the Quality Assurance Review  

(CC agenda item 4.8) 
16. (Secretariat) Southern Bluefin Tuna Trade Data: Annual Analyses  

(CC agenda item 4.9) 
17. (Indonesia) Compliance Plan of Indonesia and its Related Issues  

(CC agenda item 2.1) 
18. (Japan) Resolution for a CCSBT Scheme for Minimum Standards for Inspection 

in Port (CC agenda item 5.1) 



 

19. (Japan) A review of SBT Trade and Monitoring Research in Japanese Domestic 
Markets (CC agenda item 2.1) 

20. (Secretariat) Interim Summary of GTC’s Report on the Quality Assurance Review 
– Japan 2015 (CC agenda item 4.8) 
 

(CCSBT- CC/1510/BGD) 
1. (Secretariat) Draft CCSBT Compliance Plan and Compliance Policy Statements  

(Previously CCSBT-SMEC/1108/05) (CC agenda item 4.7) 
 
(CCSBT-CC/1510/SBT Fisheries -) 
Australia Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 
Indonesia Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission (Rev.1) 
Taiwan        Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 
Japan Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 
Korea  Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 
New Zealand Southern Bluefin Tuna Fisheries - New Zealand Country Report 

(Rev.1) 
European Union Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission (Rev.1) 
Philippines   Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 
South Africa Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission (Rev.1) 
 
(CCSBT-CC/1510/Info) 
1. (Secretariat) Corrective actions policy (Compliance Policy Guideline 3)  

(CC agenda item 2.3.3) 
2. (Australia) An updated Review of Tuna Growth Performance in Ranching and 

Tuna Farming Operations (CC agenda item 2.1) 
3. (Australia) A Review of SBT Supplies in the Japanese Domestic Market  

(CC agenda item 4.9) 
4. (Japan) Monitoring of Southern Bluefin Tuna trading in the Japanese domestic 

markets: 2015 update (CC agenda item 2.1) 



 

5. (Japan) Comparison of CCSBT with ICCAT on the Catch Document Scheme 
(CDS) for Farming (CC agenda item 4.2) 

6. (Japan) Update of estimation for the unaccounted catch mortality in Australian 
SBT farming in 2015 (Previously CCSBT-ESC/1509/32 (Rev)) (CC agenda item 
2.1)  
 

(CCSBT-CC/1510/Rep) 
1. Report of the Twentieth Meeting of the Scientific Committee (September 2015) 
2. Report of the Sixth Operating Model and Management Procedure Technical 

Meeting (August 2015) 
3. Report of the Fourth Meeting of the Strategy and Fisheries Management Working 

Group (July 2015) 
4. Report of the Eleventh Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (March 2015) 
5. Report of the Effectiveness of Seabird Mitigation Measures Technical Group 

(November 2014) 
6. Report of the Twenty-First Annual Meeting of the Commission (October 2014) 
7. Report of the Ninth Meeting of the Compliance Committee (October 2014) 
8. Report of the Nineteenth Meeting of the Scientific Committee (September 2014) 
9. Report of the Third Meeting of the Compliance Committee Working Group (April 

2014) 
10. Report of the Eighth Meeting of the Compliance Committee (October 2013) 
11. Report of the Seventh Meeting of the Compliance Committee (October 2012) 
12. Report of the Eighteenth Annual Meeting of the Commission (October 2011) 
13. Report of the Sixth Meeting of the Compliance Committee (October 2011) 
14. Report of the Special Meeting of the Commission (August 2011) 
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みなみまぐろ漁業許可船の CCSBT の記録に関する決議 
（第 22 回委員会年次会合（2015 年 10 月 15 日）において改正） 

 
みなみまぐろの保存のための拡大委員会は、 
 
 “違法、無規制、無報告漁業（IUU）及び 24 メートル以上のみなみまぐろ漁業

許可船の CCSBT の記録の設定に関する決議”（以下“原決議文”と言う） が、2003
年の第 10 回年次会合で採択されたことに留意し、 
 
CCSBT のこの原決議文では対象とならない非加盟国の 24 メートル未満の漁船

によるみなみまぐろの漁獲が相当量あることにさらに留意し、 
 
IUU 漁業活動を阻止するために早急に包括的な対策をとる必要性を考慮し、 
 
拡大委員会が、2013 年に「みなみまぐろ（SBT）に関する違法、無報告、無規

制漁業活動への関与が推測される船舶のリストの設立に関する決議」を採択し

たことを考慮し、 
 
輸入国にとって生鮮まぐろ製品の効果的な検査体制の確立の技術的な困難性を

認識し、 
 
CCSBT 条約第 8 条 3 (b) に従い、次のとおり合意する。 
 
 
1. 締約国、拡大委員会のメンバー及び協力的非加盟国は、次を行わなければな

らない。 
a. 自国の登録下にあるすべての船舶がみなみまぐろの IUU 漁業活動を行わな

いよう確保する。 
b. 関連の法律と合致したかたちで、IUU 漁獲を防止、抑止、根絶するための

あらゆる可能な行動をとる。 
c. みなみまぐろに関する IUU 漁業の問題の進捗状況、及び定期的に必要とさ

れるさらなる措置の採択を含めた、自国の IUU 措置の実施状況をレビュー

する。 
 



2. 拡大委員会は、みなみまぐろを漁獲する許可を受けた漁船（以下“漁船”又は

“FVs”という）の CCSBT の記録を設立し、保持する。この勧告の目的のために、

この記録に記載されない漁船は、漁船の大きさに関わらず、みなみまぐろを漁

獲し、船上に保持し、転載し、又は水揚げする許可を有していないものと見な

される。 
 
3．2017 年 1 月 1 日より、メンバー及び協力的非加盟国は、SBT を漁獲するこ

とを許可された当該国の旗を掲げる全ての漁船（ただし木造船及びファイバー

グラス船を除く）であって、かつその大きさが総トン数／総登録トン数で 100
トン以上の漁船に対して、IMO ナンバーの発行を受けさせるよう確保するもの

とする。 
 
4. 拡大委員会のメンバー（以下“メンバー”という）及び協力的非加盟国は、み

なみまぐろの漁獲を許可された自国旗を掲げる漁船のリストを、可能な場合に

は電子的手段により、事務局長に提出しなければならない。このリストには、

次の情報を含まなければならない。 
 - ロイド／IMO ナンバー（該当する場合） 
 - 船舶の名称、登録番号 

- 以前の名称（該当する場合） 
- 以前の船籍国（該当する場合） 
- 他の登録からの抹消に関する過去の詳細（該当する場合） 
- 国際無線信号符字（該当する場合） 
- 船舶の形態、船体の長さ、登録総トン数（GRT） 
- 所有者の氏名、住所 
- 操業者の指名、住所 
- 使用漁具 
- 漁獲ないし転載が認められた許可期間 

  
メンバー及び協力的非加盟国は、このパラグラフに基づき、船舶のリストを初

めに提出する場合、どの船舶が新規に追加されたか、また、事務局長に提出さ

れたリストに現在掲載されている船舶の代船を意味するかを示さなければなら

ない。当初の CCSBT の記録は、このパラグラフに従い提出されたすべてのリ

ストからなる。 
 
5. メンバー及び協力的非加盟国は、当初の CCSBT 記録の設立の後は、当該記

録への追加、削除、修正については、このような変更が生じた際に速やかに事



務局長に通知しなければならない。 
 
6. 事務局長は、CCSBT の記録を保持し、メンバー及び協力的非加盟国が留意

した機密性の要件と合致したかたちで、CCSBT のウエブサイトへの掲載を含め

た電子的手段を通じて、記録の広報を行うためのあらゆる措置を講じなければ

ならない。 
 
7. 記録に記載された船舶の旗国であるメンバー及び協力的非加盟国は、次を行

わなければならない。 
a) 自国の漁船が CCSBT 条約及びその保存・管理措置に基づく要件と責任を

遂行できる場合にのみ、自国の漁船にみなみまぐろを漁獲する許可を与え

る。 
b) 自国の漁船が関連するすべての CCSBT の保存・管理措置を遵守すること

を確保するために必要な措置を講ずる。 
c) CCSBT の記録に掲載されている自国の漁船が、有効な船舶登録証書並びに

漁獲及び/又は転載のための有効な許可証を船上に保持することを確保す

るために必要な措置を講ずる。 
d) 当該船舶が IUU 漁業活動の経歴を有する場合、船主は当該船舶が二度とそ

のような活動に従事しないことを示す十分な証拠を提供したことを確認す

る。 
e) CCSBT の記録に掲載されている漁船の所有者及び操業者が、CCSBT の記

録に掲載されていない漁船によるみなみまぐろの漁業活動に従事又は関与

していないことを、国内法で可能な範囲で確保する。 
f) 規制又は懲罰的措置が効果的にとられるように、CCSBT の記録に掲載され

ている漁船の所有者が、旗国であるメンバー及び協力的非加盟国内の市民

又は法人であることを確保するために、国内法で可能な範囲で必要な措置

を講ずる。 
 
8．メンバー及び協力的非加盟国は、懲罰的及び制裁的行動を含めパラグラフ 7
に従ってとられた自国内の行動及び措置を検討し、情報開示に関する国内法と

合致したかたちで、遵守委員会の各会合に対して、検討の結果を報告する。遵

守委員会はそのような検討の結果を考慮し、適切な場合には、CCSBT の記録に

掲載されている漁船の旗国であるメンバー及び協力的非加盟国に、当該船舶に

よる CCSBT の保存・管理措置の遵守を向上させるさらなる行動を行うよう要

請する。 
 



9. a) メンバー及び協力的非加盟国は、適用可能な国内法に基づき、CCSBT の

記録に掲載されていない漁船によるみなみまぐろの漁獲、船上保持、転載

及び水揚げを禁止するための措置を講じる。 
b) CCSBT の漁獲証明制度に関する CCSBT の保存管理措置の効果を次によ

り確保する。 
i) 旗国であるメンバー及び協力的非加盟国は、CCSBT の記録に掲載され

ている漁船についてのみ、CDS 文書を確認しなければならない。 
ii) メンバー及び協力的非加盟国は、漁船によって漁獲されたみなみまぐろ

が、その管轄内で転載、国産品としての水揚げ、輸出、輸入又は再輸出

される際、CCSBT の記録に掲載された船舶について確認された CDS 文

書を伴うことを求めなければならない。 
iii) メンバー及び協力的非加盟国は、CDS 文書の偽造又は誤記載が発生し

ないよう協力しなければならない。 
 

10. メンバー及び協力的非加盟国は、CCSBT の記録に掲載されていない漁船が

みなみまぐろの漁獲及び/又は転載に従事していると疑うに足る合理的な根拠

がある場合は、事実関係を事務局長に通知しなければならない。 
 
11. パラグラフ 9 で言及された船舶がメンバー及び協力的非加盟国の旗を掲げ

ている場合、事務局長は、当該メンバー及び協力的非加盟国に対し当該船舶が

みなみまぐろを漁獲することを防ぐために必要な措置を講ずるよう要請する。 
 

12. 拡大委員会及び関係するメンバー及び協力的非加盟国は、相互に連絡し、

FAO 及びその他関連する地域漁業管理機関とともに、他の海域における他のま

ぐろ資源に対する悪影響を避けるために、適宜同様の性格の記録の設定を含め、

実行可能な場合には、適切な措置を策定し実施する上で最善の努力を尽くす。

そのような悪影響とは、IUU 漁船のみなみまぐろ漁獲から他の漁業へのシフト

から生ずる過剰漁獲の圧力も含まれる。 
  
13. 拡大委員会がパラグラフ 9 に記された措置の実施を決定する前に、拡大委

員会及びメンバーは、この決議について通知し協議を行うためすべての関連国

と連絡をとり、この決議に適応するための十分な時間を与える。また、拡大委

員会及びメンバーは、非締約国がメンバー又は協力的非加盟国となるよう引き

続き奨励する。 
 



14.  本決議によって、2014 年 10 月 16 日の第 21 回年次会合において採択され

た、“違法、無規制、無報告漁業（IUU）及び 24 メートル以上のみなみまぐろ

漁業許可船の CCSBT の記録の設定に関する決議”は改正される。 
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許可畜養場記録に関する最低履行要件改定案 

2.1 許可蓄養場記録（決議） 
名称：許可蓄養場の記録の創設に関する決議 
リンク: http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution_AuthorisedFarms.pdf 
注：この決議の目的上、この記録に登録されていない SBT 蓄養場は、SBT の蓄養事業の許可を受けているものとはみなされない。 
 

2.1  許可蓄養場記録 

義務 最低履行要件 
i. メンバーは、その管轄水域において SBT 蓄養事業の許可を

受けている蓄養場のリストを事務局長に提出しなければなら

ない。 
 

1. 以下に掲げる事項を実施する運用制度及びプロセスを整備

し、適用する。 
a. SBT の蓄養事業を行う蓄養場に許可を与える 
b. 畜養場が許可を受けてから 15 日以内に、許可を受けた蓄

養場に関する必要な全ての情報を事務局長に提供する 
c. あらゆる更新情報を直ちに事務局長に提出することと

し、これは変更があった日から 15 日を超えてはならない 
d. SBT の畜養を許可された CCSBT 蓄養場記録に関するデ

ータ提供様式を利用して、電子的な手段によって、許可

に関する情報及びあらゆる更新情報を提出する 

ii. メンバーは、許可蓄養場に関する CCSBT の記録への追加、

削除及び/又は修正について、かかる変更が生じた場合に

は、事務局長に通知しなければならない。 

iii. メンバーは、許可を受けた蓄養場が、関連する CCSBT の

措置を遵守することを確保しなければならない。 
 

1. 以下に掲げる事項を確保すべく、規則、運用制度及びプロセ

スを整備する。 



 
 

2.1  許可蓄養場記録 

義務 最低履行要件 
iv. メンバーは、許可蓄養場に関する CCSBT の記録に登録され

ていない蓄養場からの及び同蓄養場への SBT の国産品の水

揚げ、輸出、輸入及び/又は再輸出を許可してはならない。 

a. 全ての許可畜養業者に対して、CCSBT の措置に関連する

自らの義務を認識させる 
b. 許可を受けた畜養場及び関連するあらゆる更新情報を事

務局長に通報する前に、SBT の活け込み、収穫又は移送

が実施されないようにする 
2. 以下に掲げる事項を確保すべく、規則を整備する。 

a. 許可を受けた畜養場が関連する CCSBT の措置を遵守す

る 
b. 許可畜養場記録に登録がない畜養場への SBT の水揚げ又

は同畜養場からの輸出（再輸出）を行わない（国内産、

輸出、輸入又は再輸出を問わない） 
3. 以下に掲げる事項を実施すべく、運用制度及びプロセスを適

用する。 
a. 畜養場による規則の遵守状況を監視する 
b. 非遵守が確認された場合、必要に応じて畜養場／畜養業

者に対して制裁及び／又は改善措置を課す 
 

v. CDS の有効性を確保するべく、以下を実施する。 
• メンバーは、蓄養施設が CCSBT 許可蓄養場記録に登録

されている場合に限り CDS 文書を確認しなければなら

ない 
• 蓄養を行うメンバーは、蓄養 SBT に関して、国内販売

の最初の地点まで、当該蓄養施設が CCSBT 許可蓄養場

記録に登録されている場合に限って確認された CDS 文

書が添付されるよう命じなければならない 
• メンバーは、蓄養 SBT の輸入について、当該蓄養施設

セクション 3.1 D（CDS 確認（validation））参照 



 
 

2.1  許可蓄養場記録 

義務 最低履行要件 
が CCSBT 許可蓄養場記録に登録されている場合に限っ

て確認された CDS 文書が添付されるよう命じなければ

ならない 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

2.2 許可船舶記録 
名称：2008 年 CCSBT15 において採択された「違法、無規制、無報告漁業(IUU)及び 24 メートル以上のみなみまぐろ漁業許可船の

CCSBT の記録の設定に関する決議」の修正決議 
リンク：

http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution%20on%20modified%20authorised%20vessel%
20list.pdf 

注：この決議の目的上、この記録に登録されていない漁船は、SBT の漁獲、船内保持、転載及び水揚げの許可を受けているものと

はみなされない。 

2.2  許可船舶記録 

義務 最低履行要件 
i. メンバーは、以下の事項を実施しなければならない。 

• 2017 年 1 月 1 日より、メンバー及び協力的非加盟国は、

SBT を漁獲することを許可された当該国の旗を掲げる全

ての漁船（ただし木造船及びファイバーグラス船を除

く）であって、かつその大きさが総トン数／総登録トン

数で 100 トン以上の漁船に対して、IMO ナンバーの発行

を受けさせるよう確保するものとする。 
• 自国の登録下にある全ての船舶がみなみまぐろの IUU 漁

業活動を行わないよう確保する 
• 関連の法律と合致した形で、IUU 漁獲を防止、抑止、根

絶するためのあらゆる可能な行動をとる 
• みなみまぐろに関する IUU 漁業の問題の進捗状況、及び

定期的に必要とされる追加的措置の採択を含めた自国の

IUU 措置の実施状況をレビューする 

1. 以下に掲げる事項を実施するべく、規則を整備する。 
a. 全ての許可船に対して、国別の固有の船舶識別子又は固

有の登録番号を取得させる 
b. 全ての許可船舶（ただし木造船及びファイバーグラス船

を除く）のうち、少なくとも総トン数／総登録トン数が

100 トン以上のものに対して、2017 年 1 月から IMO ナン

バーの発行を受けさせる 
 

2. あらゆる漁船による SBT を対象とした IUU 漁業を検知、防

止及び抑止するべく、運用システム及びプロセスを整備し、

適用する。 
 

3. 入手した IUU 漁業に関する全ての証拠を年に 1 回レビュー

し、IUU 漁業を発見及び抑止するためのメンバーの措置の有

効性を評価する。 
ii. メンバーは、SBT の漁獲を許可された自国の旗を掲げる漁船

のリストを、事務局長に提出しなければならない。 
 

1. 以下に掲げる事項を実施する運用制度及びプロセスを整備す

る。 



 
 

2.2  許可船舶記録 

義務 最低履行要件 
 a. メンバーの旗を掲げる個々の漁船に対して、SBT 漁業の

許可を与える 
b. 漁船に許可を与えた日から 15 日以内に、当該許可を受け

た漁船についての必要な情報を提供する 
c. 変更が生じた場合には、変更があった日から 15 日以内に

全ての更新情報を事務局長に提出する 
d. 全ての許可情報及び更新情報が、電子的かつ、CCSBT 許

可漁船に関するデータ提供様式を利用して、事務局長に

提出されることを確保する 
 

iii. メンバーは、CCSBT の記録におけるいかなる追加、削除及

び/又は修正についても、このような変更が生じた際に速や

かに事務局長に通知しなければならない。 

iv. 記録に登録されている船舶の旗国であるメンバーは、以下に

ついて行わなければならない。 
• 自国の漁船が CCSBT 条約及びその保存管理措置に基づく

要件及び責任を遂行できる場合にのみ、自国の漁船に

SBT を漁獲する許可を与える 
• 自国の漁船が関連するすべての CCSBT 保存管理措置を遵

守することを確保するための措置を講じる 
•  CCSBT の記録に掲載されている自国の漁船が、有効な船

舶登録証書並びに漁獲及び/又は転載のための有効な許可

証を船上に保持することを確保するために必要な措置を

講ずる 
• 当該船舶が IUU 漁業活動の経歴を有する場合、船主は当

該船舶が二度とそのような活動に従事しないことを示す

十分な証拠を提供したことを確認する 
• CCSBT の記録に掲載されている漁船の所有者及び操業者

が、CCSBT の記録に掲載されていない漁船による SBT

1. 許可を受けた漁船が関連する CCSBT 措置を遵守することを

確保する。これには、以下に掲げる事項について要求するこ

とが含まれる。 
a. いかなる時においても、メンバーの旗を合法的に掲げ、

かつ当該漁船の詳細が許可船舶記録において適正に登録

されている漁船に限り、SBT の漁獲、船上保持、転載又

は水揚げが許可されること 
b. 漁船の船主又は漁業許可受給者は、メンバーの管轄下の

市民又は法人であること、並びに取締り活動及び制裁の

適用の対象となること 
 

2. 以下に掲げる事項を実施する運用制度及びプロセスを整備す

る。 
a. 全ての船長に対して、CCSBT の措置に関連する自らの義

務を認識させるよう確保する 
b. SBT を対象とした漁業及び/又は転載を行っている疑いが



 
 

2.2  許可船舶記録 

義務 最低履行要件 
の漁業活動に従事又は関与していないことを、国内法で

可能な範囲で確保する 
• 規制又は懲罰的措置が効果的にとられるように、CCSBT

の記録に掲載されている漁船の所有者が、旗国であるメ

ンバー及び協力的非加盟国内の市民又は法人であること

を確保するために、国内法で可能な範囲で必要な措置を

講ずる 

あり、かつ、許可船舶登録に登録されていない全ての漁

船について、メンバーによる調査の後、可能な限り速や

かに、当該漁船に関する情報を事務局長に提出する。か

かる情報には、船舶の名称、船舶の旗国、船舶の位置

（可能な場合）、操業者の名称、船舶識別番号又は信号

符字、並びにその他船舶及び操業者を発見及び特定に役

立ち得る情報が含まれる 
 
3. 以下に掲げる事項を実施するべく、運用制度及びプロセスを

適用する。 
a. 漁船の規則遵守のモニタリング 
b. 必要に応じた制裁又は改善措置の執行 

 

v. メンバーは、CCSBT の記録に掲載されていない漁船による

SBT の漁獲、船上保持、転載及び水揚げを禁止しなければな

らない。 
 
 
 
vi. CDS の有効性を確保するべく、以下について実施する。 

• 旗国であるメンバーは、CCSBT の記録に掲載されている

漁船についてのみ、CDS 文書を確認しなければならない 
• メンバーは、漁船によって漁獲された SBT が、その管轄

内で転載、国産品としての水揚げ、輸出、輸入又は再輸

出される際、CCSBT の記録に掲載された船舶について確

認された CDS 文書の添付を求めなければならない 
• メンバーは、CDS 文書が偽造されないこと、又は虚偽記

載が行われないことを確保するべく協力しなければなら

ない 

セクション 3.1 D（CDS 確認（validation））参照 

vii. メンバーは、CCSBT の記録に登録されていない漁船が、

SBT 漁業及び/又はその転載に従事していると疑うに足る合

理的な根拠がある場合は、それを示す全ての事実関係を事務

1.  



 
 

2.2  許可船舶記録 

義務 最低履行要件 
局長に通報しなければならない。 

viii. 拡大委員会及び関係するメンバーは、相互に連絡し、

FAO 及びその他関連する地域漁業管理機関とともに、適切

な措置を策定し実施するべく最善の努力を尽くす。この場合

において、実行可能であれば、他の海域における他のまぐろ

資源に対する悪影響を避けるべく適宜同様の性格の記録を創

設する。そのような悪影響とは、IUU 漁船の SBT 漁獲から

他の漁業へのシフトから生ずる過剰漁獲の圧力も含まれる。 

2.  

 
  



 
 

2.3 許可運搬船記録（転載決議の一部） 
名称：洋上又は港内において SBT を含む転載を受けとることを認められた船舶の記録（「大型漁船の転載に対する計画創設に関

する決議」のセクション 2 より） 
リンク:   http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Transhipment%20resolution.pdf 
注：転載決議の他の規定に関する義務については、セクション 3.3（転載監視計画）のとおり。この決議の目的上、この記録に登

録されていない運搬船は、洋上又は港内転載による SBT の受け取りの許可を受けているものとはみなされない。 
 
2.3 許可運搬船記録  

義務 最低履行要件 
i. メンバーは、CCSBT 事務局長に対し、洋上または港内におい

て自国の LSTLV から SBT を含む転載物を受け取ることを認

められた運搬船のリストを提出しなければならない。 

1. 以下に掲げる事項を実施する運用制度及びプロセスを整備す

る。 
a. 自国の許可漁船（LSTLV）から洋上及び／又は港内にお

いて転載物を受け取る各運搬船に許可を与える 
b. 許可運搬船が、洋上転載において以下に掲げる義務を遂

行することを確保する（転載監視履行義務 3.3 を参照） 
i. オブザーバーに対して、乗船を許可し、宿泊設備を

提供する 
ii. オブザーバーの職務を遂行するために彼らと協力す

る 
iii. オブザーバーに対して、決して干渉したり、影響を

与えたりしない 
 
 
 
 
 



 
 

ii. 各メンバーは、最初の CCSBT 運搬船記録が作成された後、

CCSBT 運搬船記録への追加、削除及び/又は修正が生じた時

は、事務局長に対し、速やかに通知しなければならない。 

c. 許可運搬船に関して、許可を受けた日から 15 日以内に、

かつ、実際に転載を実施する前に、必要な情報を事務局

長に提出する 
d. 全ての更新情報を、直ちに、当該変更が生じた日から 15

日以内に、かつ、実際に転載を実施する前に事務局長に

提出する 
e. 全ての許可及び更新情報について、CCSBT 許可運搬船記

録に関するデータ提供様式を利用して、電子的な手段で

事務局長に提供する 
 

iii. 洋上及び港内転載を認められた運搬船は、漁船監視システム

(VMS)の搭載と稼働が要求されなければならない。 
  

1. 以下に掲げる場合においてのみ運搬船に洋上転載の許可を与

えることを確保するための運用制度及びプロセスを整備す

る。 
a)当該運搬船について、運用可能な VMS が既に搭載され

ているか、又は許可前及び SBT の転載前に運用可能な

VMS が搭載されること。 
b) VMS の送信頻度が、転載作業を示すのに十分なもので

あること。 
 c) VMS が想定される環境下で有効に機能すること。 

 
  



 
 

転載監視計画に関する最低履行要件改定案 

3.3 転載監視計画（決議） 
名称:   大型漁船の転載に対する計画創設に関する決議 
リンク: http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Transhipment%20resolution.pdf 
注:  

• CCSBT、IOTC 及び ICCAT 間の転載監視計画の相互運用を可能とするため、この措置の目的上、IOTC/ICCAT 事務局、オブ

ザーバー、転載申告及び登録番号は、SBT の存在が各段階（当初のオブザーバー配乗要求から転載申告まで）で報告される

ことを条件として、それぞれ CCSBT に相当するものとして取り扱うことができる。 
• この決議のセクション 2 は、洋上又は港内にて、冷凍能力を備えるまぐろはえ縄漁船（LSTLV）から SBT の受け取りを許

可された許可運搬船（運搬船とは、LSTLV から転載される SBT を受けとる全ての船舶であって、コンテナ船を除くものを

いう。）記録の創設及び管理に関連する。かかる義務は、他の CCSBT 許可措置と併記できるよう、この別添のセクション

2.3 において規定している。 
 

3.3  転載監視計画  

A. 義務（洋上転載） 最低履行要件 
i. メンバーの主権の及ぶ水域における LSTLVs による転載

は、関係沿岸国/漁業主体の事前許可が条件となる。沿岸国

又は漁業主体の事前許可の原本又は写しが LSTLV 上に保持

され、及び CCSBT オブザーバーが要請した際に利用可能な

状態にしておかなければならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 

他に特段の規定がない限り、許可漁船（LSTLV）の旗国は、セ
クション 3.3 において規定する最低履行要件を満たす責任を有
する。 
1. 以下に掲げる事項を実施することを確保するための運用制度

及びプロセスを整備する。 
a. LSTLV に関して、沿岸国の漁業当局（適当な場合）及び

/又は漁業国の当局による許可に関する文書（LSTLV の

船長又は船主から提供された転載の詳細を含む）が転載

実施前に利用可能であること。 
b. 転載される SBT を受け取る全ての運搬船は、オブザーバ

ーの立ち入りを認め、宿泊施設を提供し、そしてオブザ

ーバーの職務の履行に関連する協力を行う義務を遂行す



 
 

3.3  転載監視計画  

A. 義務（洋上転載） 最低履行要件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る（運搬船の許可に関する最低履行要件のセクション 2.3
を参照） 
 

2. 以下に掲げる事項を実施することを確保するための規則を整

備する。 
a. 全ての SBT 転載について事前許可を受けていること 
b. 漁船が、SBT が漁獲、船上保持、転載及び水揚げされた

日に CCSBT 許可漁船として有効に登録されていること 
c. すべての転載が行われる日に運搬船が CCSBT 許可運搬

船として有効に登録されていること 
d. 指名された CCSBT オブザーバーが運搬船に乗船するこ

と 
e. オブザーバーが不在のまま SBT の転載が実施されないこ

と（「不可抗力」の場合であることが事務局長に通知さ

れた場合を除く） 
f. 転載申告書は、転載決議パラグラフ 15 及び 18 に基づ

き、LSTLV 及び運搬船によって記入、署名及び送付され

ること。具体的には、 
i) LSTLV は、転載後 15 日以内に、当該船舶の CCSBT 登録

番号及び完全な CCSBT 転載申告書を旗国/漁業主体に送付

しなければならない 
 

3. 以下に掲げる事項を実施するための運用制度及びプロセスを

整備する。 
a. 転載許可を発給する 
b. 転載が行われた日付及び場所を確認する 



 
 

3.3  転載監視計画  

A. 義務（洋上転載） 最低履行要件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

c. オブザーバーの運搬船への配乗を要求する 
d. 全ての「不可抗力」の事例（オブザーバーが乗船せずに

転載が行われる場合）について、事態の発生から 15 日以

内に事務局長に通報する 
e. オブザーバーが、転載前に LSTLV に乗船できること

（安全に実行可能な場合に限る）、並びに転載決議付属

書 2 第 6 パラグラフ（a）の遵守状況を監視するために必

要な者への接触及び必要な場所への立ち入りができるこ

とを確保する 
f. オブザーバーが、不正確な文書に関するあらゆる懸念、

又は自身の義務を履行する上で受けた妨害、介入若しく

は圧力について、報告ができるようにする 
g. 管理措置の遵守状況を監視する 
h. 発見されたあらゆる非遵守に関して、制裁又は是正行動

計画を科す 

ii.  メンバーは、自国に置籍する LSTLV が以下の条件に従うこ

とを確保するため、必要な措置を講じなければならない。 
a. LSTLV は、船籍がおかれる国又は漁業主体の事前許可を

得ないかぎり、洋上における転載は認められない。事前

許可の原本又は写しが LSTLV 上に保持され、及び

CCSBT オブザーバーが要請した際に利用可能な状態にし

ておかなければならない。 
 

 



 
 

3.3  転載監視計画  

A. 義務（洋上転載） 最低履行要件 
事前許可を受けるにあたり、LSTLV の船長及び/又は船主

は、その旗国又は漁業主体に対し、遅くとも予定してい

る転載の 24 時間前に以下の情報を通知しなければならな

い。 
• 転載を行う LSTLV 及び受け取る運搬船について、そ

の船名及び CCSBT 登録番号 
• 転載される製品 
• 転載される製品のトン数 
• 転載の日時及び位置 
• SBT 漁獲の地理的位置 

b. 当該 LSTLV は、旗国である国/漁業主体、及び適切な場

合は沿岸国又は漁業主体に対し、転載後 15 日以内に、

CCSBT 転載申告書1を作成し、送付しなければならな

い。 
iii. 転載物を受け取る運搬船船長は、以下に掲げる事項を実施

しなければならない。 
a. CCSBT 事務局及び当該 LSTLV の旗国であるメンバー又

は CNM に対し、転載終了後 24 時間以内に、当該船舶の

CCSBT 登録番号とともに、CCSBT 転載申告書を作成

し、送付しなければならない。 
b. 水揚げが行われる国/漁業主体の所管官庁に対し、水揚げ

の 48 時間前までに、当該船舶の CCSBT 登録番号ととも

に、CCSBT 転載申告書を送付しなければならない。 

 

                                                 
1 転載決議の付属書 1 において記載されているとおり。 



 
 

3.3  転載監視計画  

A. 義務（洋上転載） 最低履行要件 
iv. メンバーは、CCSBT 地域オブザーバー計画に従い、洋上で

転載する全ての運搬船に CCSBT オブザーバーを乗船させる

ことを確実にしなければならない2 

 

v. 船舶は、事務局長に適切に通知された「不可抗力」の場合

を除き、CCSBT 地域オブザーバーをともなわない、洋上に

おける転載の開始又は継続は、禁じられなければならな

い。 

 

 
  

                                                 
2 CCSBT 地域オブザーバー計画は、転載決議の付属書 2 において規定されている。かかる規定は、運搬船及び LSTLV 双方の旗国/漁業主体のオブザーバーに

対する義務を含んでいるが、ここには記載していない。CCSBT オブザーバーを運搬船に乗船させるため、メンバーは、SBT が転載される旨のオブザーバー

配乗要求書を、当該転載前に事務局に提出しなければならない。 



 
 

 

3.3  転載監視計画  

B. 義務（港内転載） 最低履行要件 
vi. 効果的な港内転載検査のため、漁船の旗国は、その漁船がみ

なみまぐろの転載を行う外国の港を指定し、その他の外国の

港における転載を禁止するとともに、指定された寄港国との

間で、効果的なモニタリングに必要となる関連情報を共有す

るために連絡をとらなければならない。 

1. 以下に掲げる事項を実施するための運用制度及びプロセスを

整備する。 
a. SBT の転載の実施が許可された外国の指定港のリスト

を、毎年、遵守委員会会合の前までに、事務局長に提出

する。 
vii. メンバーは、港内転載において以下の条件が遵守されるよ

う確保するため、必要な措置を講じなければならない。 
a. LSTLV の船長は、転載開始の少なくとも 48 時間前まで

に、又は港までの時間が 48 時間以内である場合には漁

業操業終了後直ちに、寄港国の当局に対して以下の情報

を通知しなければならない。後者の場合、寄港国が情報

を分析するために十分な時間がなければならない。 
• LSTLVの船名及びCCSBT許可船記録における番号 
• 運搬船のCCSBT記録における番号 
• 転載される製品 
• 転載される製品別のトン数 
• 転載の日時及び位置 
• SBT 漁業の主要な漁場 

1. 以下に掲げる事項を確保するための規則を整備する。 
a. 寄港国の当局は、LSTLV の船長から、予定されているす

べての港内転載の遅くとも 48 時間前まで（又は創業の直

後）に通知を受けること 
b. SBT が漁獲、船上保持、転載及び/又は陸揚げされる日

に、LSTLV が CCSBT 許可漁船として有効に登録されて

いること 
c. SBT の転載/移送が行われる日に、運搬船が CCSBT 許可

運搬船として有効に登録されていること 
d. 転載申告書は、転載決議パラグラフ 25 及び 28 に基づ

き、LSTLV 及び運搬船によって記入、署名及び送付され

ること。 
i) LSTLV は、転載後 15 日以内に、又は SBT が運搬船に移

される前に一時的に固定冷凍庫に移送される場合にあ

っては SBT が固定冷凍施設に移送された日から 15 日

以内に、完全な CCSBT 転載報告書及び当該船舶の

CCSBT 登録番号を旗国/漁業主体に送付しなければなら

viii. 当該 LSTLV の船長は、旗国又は漁業主体に対し、転載後 15
日以内に、CCSBT 許可船舶リストにおける番号とともに、

付属書 I に定められた様式に従い、CCSBT 転載申告書を作

成し、送付しなければならない3。 

                                                 
3 SBT が運搬船に移される前に一時的に固定冷凍庫に移送される場合、LSTLV は、SBT が固定冷凍施設に移送された日から 15 日以内に、転載申告書を作成し、その旗国又は

漁業主体に対して、また可能な場合は沿岸国又は漁業主体に対して、これを送付しなければならない。このような場合は、運搬船の代理人は、運搬船の船長に代わって転載

申告書に署名しなければならない。 



 
 

3.3  転載監視計画  

B. 義務（港内転載） 最低履行要件 
ix. 港内転載に関して、転載物を受け取る運搬船船長は、以下

に掲げる事項を実施しなければならない。 
a. 寄港国の当局に対し、運搬船に転載予定の SBT の数量に

ついて、転載開始の 24 時間前より以前に情報提供しな

ければならない。 
b. 転載終了から 24 時間以内に CCSBT 転載申告書を作成

し、寄港国の当局、LSTLV の旗国であるメンバー

/CNM、及び CCSBT 事務局に送付しなければならない。

当該転載申告書の写しは、運搬船上に保持されなければ

ならない。 
c. SBT を含む転載物の受けとり後に転載港を離れた後、そ

の転載された SBT の陸揚げの少なくとも 48 時間前まで

に、パラグラフ 27 にいう CCSBT 転載報告書の写しを作

成し、陸揚げが行われる予定の陸揚げ国又は漁業主体の

所管当局に送付しなければならない。 

ない。 
 
2. 以下に掲げる事項を実施するための運用制度及びプロセスを

整備する。 
a. 転載が行われた日付及び位置を確認する 
b. 管理措置の遵守状況を監視する 
c. 発見されたあらゆる非遵守に関して、制裁又は是正行動

計画を科す 
  

x. 寄港国及び陸揚げ国は、受領した情報の正確性を確認する

ための適切な措置を講ずるよう努めなければならない。ま

た、報告された漁獲量、転載量及び陸揚げ量が報告された

各船舶の漁獲量と一致することを確保するため、LSTLV の

旗国であるメンバー又は CNM の作業に協力しなければなら

ない。この確認作業は、船舶に対する干渉及び不自由を最

小化するとともに、魚の品質低下を避けるように行われな

ければならない 



 
 

 

 
 

3.3  転載監視計画  

C. 義務（一般条項） 最低履行要件 
xi. 洋上及び港内転載を行う LSTLVs は、CCSBT の漁船監視シ

ステムの開発と導入に関する決議（2006 年）のパラグラフ

3、及び全ての将来の修正を含む今後の全ての決議に従っ

て、VMS の搭載と稼働が要求されなければならない。 

1. 以下に掲げる場合にのみ LSTLV が転載を行うことが許可さ

れるよう確保するための運用制度及びプロセス及び規則を整

備する。 
a) SBT に関する許可/転載がなされる前に、LSTLV が稼働状

態の VMS を既に搭載しているか、又は LSTLV が稼働状

態の VMS を搭載する作業を行っている 
b) VMS は、転載作業を特定できる頻度で送信されている 
c) VMS が、期待された稼働状態で有効に機能する 

xii. 漁獲証明制度 (CDS) に関する CCSBT の保存管理措置の有効

性を次により確保する。 
a. CDS により求められる必要な CCSBT CDS 文書の確認に

際し、LSTLVs の旗国であるメンバー及び CNM は、転載

が各 LSTLV の報告した漁獲数量と一致することを確保し

なければならない。 
b. LSTLVs の旗国であるメンバー及び CNM は、本決議に則

り転載が行われたことを確認した後、転載された魚につ

いて CDS により求められる必要な CCSBT CDS 文書を確

認しなければならない。洋上転載の場合、この確認は、

CCSBT 地域オブザーバー計画を通じて得られた情報に基

づくものでなければならない。 
c. メンバー及び CNM は、LSTLVs の漁獲した SBT がメン

バー又は CNM の領域内に輸入される際には、CCSBT 許

可船舶リストにある漁船に対して確認された必要な

1. 以下に掲げる事項を実施するための運用制度及びプロセスを

整備する。 
a. LSTLV から報告された漁獲量、CDS 文書、転載申告書及

び転載されたものとして計上された魚の量の間の不調和

を特定し、これを解決する 
b. 洋上で転載されるすべての魚の 100％監視 

 
2. 洋上で転載され、国産品として水揚げされた SBT に関する

CDS 文書を水揚げ時に確認することができるよう、運用制

度及びプロセスを整備する。 



 
 

3.3  転載監視計画  

C. 義務（一般条項） 最低履行要件 
CCSBT CDS 文書及び CCSBT 転載申告書の写しの添付を

求めなければならない。 
xiii. 甲板における加工の有無を問わず、転載され、メンバー

及び CNM により水揚げ又は輸入されるすべての SBT は、最

初の販売がなされるまで、CCSBT 転載申告書をともなわな

ければならない。 

1. 以下の事項を確保するための規則、制度及びプロセスを整備

する。 
a. 最初の販売の時点まで、すべての転載された製品に署名

済みの転載申告書が伴われる 
xiv. 本計画の実施にともなう費用は、転載活動への従事を望む

LSTLVs の旗国であるメンバー及び協力的非加盟国によって

拠出されなければならない。 

 

 

 

 

 
  



 
 

6.5  遵守委員会への年次報告（一連の決定/決議/勧告） 
名称: 遵守委員会及び拡大委員会に提出する年次報告書のテンプレート4 
リンク: 以下にこの措置に含まれる関連する義務の根拠を示す。 

i. 遵守委員会付託事項の手続規則 10   
     http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/basic_documents/jp_terms_of_reference_for_subsidiary_bodies.pdf 

ii. CC7 報告書パラグラフ 26（及び別紙 5） 
http://www.ccsbt.org/userfiles/file/templates/jp_Annual_CC-EC_Reporting_Template.doc 

iii. CCSBT 漁船監視システムの創設に関する決議 パラグラフ 3 (a) 
http://www.ccsbt.org/docs/pdf/about_the_commission/Resolution_VMS.pdf 

iv. 大型漁船の転載に対する計画創設に関する決議 パラグラフ 31 
http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Transhipment%20resolution.pdf 

v. みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連種への影響を緩和するための勧告 パラグラフ 4  
http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Recommendation%20on%20ERS.pdf 

vi. EC20 報告書パラグラフ 66（国別配分量に帰属する漁獲量） 
http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/meetings/meeting_reports/ccsbt_20/jp_Report_of_CCSBT20.pdf  

vii. CC7 報告書パラグラフ 25（及び別紙 5）（全ての死亡要因の推定値に関する最良の推定値） 
http://www.ccsbt.org/userfiles/file/docs_japanese/meetings/meeting_reports/ccsbt_19/jp_report_of_CC7.pdf 

 
6.5 遵守委員会への年次報告 

義務 最低履行要件 
i. 各メンバーは、遵守委員会（CC）及び拡大委員会（EC）に

提出する報告書のための合意された CC 及び EC に提出する

年次報告書のテンプレート 4に従って、遵守委員会会合の開

催 4 週間前に、上記の年次レビューを提出しなければならな

い。 

1. 報告書は、電子的な手段によって、遅くとも遵守委員会年次

会合の 4 週間前までに、事務局長に提出される。いかなるセ

クションも空欄のままとしてはならない。要請されている情

報が収集されていない場合には、当該セクションを空欄とす

るのではなく、その旨明記しなければならない。同様に、特

定の漁業に対して適当でないセクションについても、空欄に

せず、その旨明記しなければならない。 

                                                 
4 報告書テンプレートは以下のリンクから入手可能：http://www.ccsbt.org/userfiles/file/templates/jp_Annual_CC-EC_Reporting_Template.doc 



 
 

6.5 遵守委員会への年次報告 

義務 最低履行要件 
ii. 各メンバーは、自国の遵守委員会及び拡大委員会に提出する

報告書 4の詳細を改善し続けなければならず、かかる報告書

は最新化され、その後の遵守委員会年次会合に提出されなけ

ればならない。 

 

iii. メンバーは、遵守委員会の前に、VMS に関する概要報告を提

供しなければならない。 
1. 年次国別報告書テンプレート 4のセクション II (1)(d)：VMS

を完成する。 
iv. メンバーは、委員会年次会合の 4 週間前に、事務局長に対し

て、以下に掲げる内容について報告しなければならない。 
o 前漁期の洋上及び港内における SBT 転載数量 
o 前漁期に洋上及び港内において転載を行った CCSBT 許可

船リストに登録されている LSTLVs のリスト 
o 前漁期に LSTLVs から洋上で転載物を受けた運搬船に配乗

されたオブザーバーの報告に関する内容及び結果を評価す

る包括的な報告書 

1. 年次国別報告書テンプレート 4のセクション II (3)(a) i－iii を
完成する。 

 
 
 

 

v. メンバーは、みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連

種への影響を緩和するための勧告のパラグラフ 1、2 及び 3 
に従ってとった行為について、遵守委員会に対し、毎年報告

する。 
 

1. 年次国別報告書テンプレート 4のセクション III (2)(a) - (c) を
完成する。 

vi. メンバーは、全ての死亡要因を含めることの重要性を考慮し

た国別配分量に帰属する SBT 漁獲量の共通の定義の策定に関

して、その導入スケジュール及び導入の進捗状況の詳細を毎

年報告するものとする。 

1．年次国別報告書テンプレート 4のセクション I (3) を完成す

る。 

vii. メンバーは、遊漁及び投棄を含む全ての死亡要因にかか

る最良の推定値を毎年報告するものとする。 
１．年次国別報告書テンプレート 4のセクション III (3) を完成

する。 
 



別紙 6 
 

港内検査の最低基準を定めた CCSBT 制度に関する決議 
 
みなみまぐろの保存に関する拡大委委員会（CCSBT）は、 

 

違法、無報告、無規制（IUU）漁業活動が CCSBT によって採択された保存管

理措置の有効性を減殺することから、喫緊にこれに対抗する必要があることを

考慮し、 

港内検査措置が、IUU 漁業の防止、抑止及び根絶のための強力かつ費用効果の

高い手段を提供するものであることを認識し、 

拡大委員会のメンバー及び協力的非加盟国（以下「メンバー」という。）の大

部分が、現在、港内検査スキームを実施していることを認識し、 

CCSBT の漁獲証明制度及び大型漁船の転載に対する計画創設に関する決議を

想起し、 

また、CCSBT はみなみまぐろ（SBT）を漁獲又は運搬することを許可された

漁船の記録及び運搬船の記録を設立していることについても想起し、 

1982年12月10日の海洋法に関する国際連合条約を含む関連国際法を想起し、 

港内検査措置の採択及び実施のための発展途上国に対する支援の必要性を認
識し、 

CCSBT 条約第 8 条 3 項 (b) に基づき、以下に合意する。 

 

セクション 1．範囲 

1. 本決議は、国際法に基づくメンバーの権利、管轄権及び義務を何ら損なう

ものではない。特に、本決議が、メンバーの港における、国際法に従った

同メンバーの権限の行使（入港を拒否する権利、及び本決議が定めるより

もより厳格な措置を採用する権利を含む）に影響を与えるものと解釈して

はならない。 
本決議は、適切な国際的規則及び基準（国際海事機関及びその他の国際機

関を通じて設立されたものを含む）を考慮しつつ、国際法に則って解釈及

び適用されるものとする。 
メンバーは、本決議に従って課された義務を誠実に履行するものとし、権

利の濫用とならないかたちでここに認められる権利を行使するものとする。 

 

2. CCSBT の保存管理措置の遵守状況をモニタリングする観点から、各メンバ

ーは、寄港国であるメンバーとしての能力の範囲内において、以前に港に

おいて陸揚げ又は転載されていない SBT 又は SBT に由来する魚の製品を

運搬する外国漁船（ただしコンテナ船以外の運搬船を含む。以下「外国漁

船」という。）に対する港内検査にかかる効果的なスキームのために本決議



を適用するものとする。 

 

3. メンバーは、寄港国であるメンバーとしての能力の範囲内において、同国の

国民によって用船された外国漁船であって、同国の権限の下に運航され、か

つ同国に帰港した外国漁船に対しては、本決議を適用しないことを決定する

ことができる。このような用船は、用船しているメンバーの旗を掲げる権利

を有する船舶に対して適用される措置と同様の効果でもって、用船している

メンバーによる措置の対象となるものとする。 

 

4. その他の CCSBT の保存管理措置の明確に適用し得る規定を損なうことな

く、また、本決議に別段の定めのある場合を除き、本決議は、全長 12 メー

トル以上の外国漁船に対して適用するものとする。 

 

5. 各メンバーは、全長 12 メートル未満の外国漁船、パラグラフ 3 に定める

用船として操業している外国漁船、及び同国の旗を掲げる権利を有する漁

船について、IUU 漁業への対抗措置として、パラグラフ 4 に定める船舶に

対して適用される措置と少なくとも同程度の効果を有する措置をとるもの

とする。 

 

6. メンバーは、同国の旗を掲げる権利を有する船舶に対し、本決議の措置及

びその他の関連する CCSBT の保存管理措置を通知するために必要な措置

をとるものとする。 

 

セクション 2．連絡先 

7. 外国漁船に対して寄港を許可しようとする各メンバーは、本決議のパラグ

ラフ 11 に基づく通知を受領するための連絡先を指定するものとする。各

メンバーは、本決議のパラグラフ 22 (b) に基づく検査報告書を受領するた

めの連絡先を指定するものとする。各メンバーは、本決議の発効から 30 日

以内に、CCSBT 事務局に対して連絡先の氏名及び連絡先に関する情報を通

知するものとする。連絡先に何らかの変更が生じた場合には、遅くともそ

の変更が生じる 14 日前までに、CCSBT 事務局に対してこれを通報するも

のとする。CCSBT 事務局は、このような変更について、遅滞なくメンバー

に通知するものとする。 

 

8. CCSBT 事務局は、メンバーから提出されたリストに基づき、連絡先の登録

簿を作成し、これを維持するものとする。登録簿及びその修正については、

CCSBT ウェブサイト上に遅滞なく公表されるものとする。 

 

 



セクション 3．指定港 

9. 外国漁船に対して寄港を許可しようとする各メンバーは、以下を行うもの

とする。 

a) 外国漁船が本決議に従って入港を要請することができる港を指定する

こと。 

b) 全ての指定港において、本決議に従って検査を実施するための十分な 
能力を確保すること。 

c) 本決議の発効から 30 日以内に、CCSBT 事務局に対して指定港のリスト

を提出すること。当該リストに何らかの変更が生じた場合には、遅くと

もその変更が生じる 14 日前までに、CCSBT 事務局に対してこれを通報

すること。 

 

10. CCSBT 事務局は、寄港国であるメンバーから提出されたリストに基づき、

指定港の登録簿を作成し、これを維持するものとする。 

 

セクション 4．事前通報 

11. 外国漁船の寄港を許可しようとする寄港国である各メンバーは、同メンバ

ーの港を陸揚げないし転載のために使用しようとしている外国漁船に対し、

港への到着予定時間より遅くとも 72 時間前までに、最低限の基準として、

別添 A に定める情報を提出するよう求めるものとする。 
また、寄港国であるメンバーは、当該船舶が IUU 漁業又は関連する活動に

関与しているかどうかを判断するために必要と考えられるその他の情報を

求めることができる。 

 

12. 寄港国であるメンバーは、特に水産物の種類、漁場と港の間の距離を考慮

して、パラグラフ 11 の規定よりも長い、又は短い通知期間を定めることが

できる。このような場合、寄港国であるメンバーは、CCSBT 事務局に対し

てこれを通知するものとし、CCSBT 事務局は、当該情報を遅滞なく CCSBT
ウェブサイトに掲載するものとする。 

 

13. 寄港国であるメンバーは、パラグラフ 11 に基づく関連情報並びに港への入

港を要請している外国漁船が IUU漁業に関与しているかどうかを判断する

ために必要なその他の情報を受領した後、当該船舶の入港を許可するか、

あるいは拒否するかを決定するものとする。寄港国であるメンバーが当該

船舶の入港を許可することを決定した場合は、港内検査に関する以下の規

定を適用するものとする。 

 

セクション5．港内検査 

14. 検査は、寄港国であるメンバーの当局により実施されるものとする。 



 

15. メンバーは、毎年、指定港において外国漁船によって実施される陸揚げ及

び転載作業のうち少なくとも 5 ％について検査を実施するものとする。 

 
16. 寄港国であるメンバーは、外国漁船に対する検査の実施について決定する

際、自らの国内法に従って、特に以下について考慮するものとする。 

a) 船舶が、パラグラフ 11 において求める情報を完全に提供することがで

きなかったかどうか。 
b) 他のメンバー又は関連する地域漁業管理機関（RFMO）からの特定の船

舶に対する検査要請（特に当該船舶による IUU 漁業にかかる疑義に対す

る証拠が添えられた要請である場合）。 
c) 船舶が IUU 漁業に関与したという嫌疑に対する明白な根拠（RFMO から

得られた情報を含む）が存在するかどうか。 
 

セクション 6．検査手続き 

17. 各検査官は、寄港国であるメンバーにより発行された身分証明書を携行す

るものとする。寄港国であるメンバーの検査官は、国内法に基づき、漁船

の全ての関連する区域、甲板及び船室、加工済み又はその他の漁獲物、漁

網又はその他の漁具、技術的及び電子的装備、通信記録及び全ての関連文

書（操業日誌、転載物である場合は積荷目録及び積荷受領証及び陸揚申告

書を含む。）で、検査官が CCSBT 保存管理措置の遵守を確保するために必

要と考えられるものを検査することができる。また、検査官は、船舶の船

長、船員又は検査対象船の船上にいるその他全ての者に対して質問をする

ことができる。検査官は、違反の証拠と考えられる全ての文書の写しをと

ることができる。寄港国であるメンバーは、このような文書の運用上の機

密性を確保するものとする。 

 

18. 検査には陸揚げ又は転載のモニタリングを含むものとし、また上記パラグ

ラフ 11 の事前通報において通知された SBT の数量と船上に保持された

SBT の数量との照合を含むものとする。検査は、可能な限り漁船に対する

干渉及び不便を最小限にとどめるとともに、漁獲物の品質低下を避けるか

たちで実施されなければならない。 

 

19. 寄港国であるメンバーの検査官は、検査の完了に際して、外国漁船の船長

に対し、検査報告書（最低限の基準として別添 B に定める情報を含む）を

提供するものとする。船長に対しては、報告書に対してコメント又は異議

を申し立てる機会及び旗国と連絡をとる機会が与えられなければならない。

検査官及び船長は報告書に署名するものとし、船長に対して報告書の写し

が提供されるものとする。船長の署名は、報告書の写しの受領の確認とし

てのみ機能するものとする。 



 

20. 寄港国であるメンバーは、検査の完了から 14 日以内に、CCSBT 事務局に

対して検査報告書の写しを送付するものとする。検査報告書を 14 日以内に

送付することができない場合、寄港国であるメンバーは、14 日の期間内に

おいて、CCSBT 事務局に対し、当該遅延の理由及び当該報告書を提出する

時期について通知するものとする。 

 

21. 旗国であるメンバーは、船長が漁船への安全な立入りを円滑にすること、

寄港国であるメンバーの当局に協力すること、検査及び意思疎通を円滑に

すること、並びに、寄港国であるメンバーの検査官がその職務を遂行する

にあたり、これを妨害、脅迫又は干渉することがないこと、又は他の者に

これを妨害、脅迫又は干渉させないことを確保するために必要な措置をと

るものとする。 

 

セクション 7．違反が明白である場合の手続き 

22. 検査において収集された情報が、外国漁船が CCSBT の保存管理措置に対

する違反を犯したことへの証拠を与える場合には、検査官は以下を行うも

のとする。 

a) 検査報告において当該違反事項を記録すること。 

b) 寄港国であるメンバーの当局に対して検査報告書を送付すること。当局

は、CCSBT事務局、旗国の連絡先、及び適当な場合には関連する沿岸国

であるメンバーに対して検査報告書の写しを遅滞なく送付するものと

する。 

c) 実施可能な範囲において、当該違反に関連する証拠の保全を確保するこ

と。違反に対するさらなる措置を旗国であるメンバーに委ねる場合には、

寄港国であるメンバーは、収集された証拠を遅滞なく旗国に提供するも

のとする。 

 

23. 違反が寄港国であるメンバーの法的管轄権の範囲内にある場合には、寄港

国であるメンバーは、同メンバーの国内法に従って措置をとることができ

る。寄港国であるメンバーは、旗国であるメンバー、関連する沿岸国であ

るメンバー、及び適当な場合は CCSBT 事務局に対して、とられた措置に

ついて速やかに通知するものとする。 

 

24. 寄港国であるメンバーの法的管轄権の範囲内にない違反、及びパラグラフ

23に規定する違反であるが寄港国であるメンバーにより措置がとられなか

った違反については、旗国であるメンバー、及び適当な場合は関連する沿

岸国であるメンバーに委ねられるものとする。検査報告書の写し及び証拠

を受領した場合、旗国であるメンバーは、違反について遅滞なく調査する

とともに、CCSBT 事務局に対して、当該調査の状況、及び当該報告書の受



領から 6 ヶ月以内にとられ得る取締行動について通知するものとする。旗

国であるメンバーが、CCSBT 事務局に対して、受領から 6 ヶ月以内に状況

報告を行うことができない場合、旗国であるメンバーは、6 ヶ月の期間内

において、CCSBT 事務局に対し、遅延の理由及び状況報告を提出する時期

について通知するものとする。 

 

25. 検査によって検査対象船舶が SBT の漁獲にかかる IUU 活動に関与したこと

の証拠が得られた場合、寄港国であるメンバーは、旗国であるメンバー、

及び適当な場合には関連する沿岸国であるメンバーに対して遅滞なく当該

事件について報告するものとし、当該船舶を IUU リスト案に掲載するため、

CCSBT 事務局に対して、関連する証拠とともに可及的速やかにこれを通報

するものとする。 

 

セクション 8．発展途上のメンバーに関する要件 

26. メンバーは、本決議の実施に関する発展途上のメンバーに関する特別な要

件を評価するよう奨励される。 

 

セクション 9．一般規定 

27. メンバーは、協力の促進、情報の共有、並びに CCSBT 保存管理措置の遵

守を促進するための検査戦略及び方法論に関する各メンバーの検査官の教

育のために設計された検査官の交換プログラムを可能とする二国間の合意

/協定を締結することが奨励される。 

 

28. 寄港国であるメンバーの国内法を損なうことなく、旗国であるメンバーは、

寄港国であるメンバーとの適切な二国間合意又は協定がある場合、又は当

該メンバーからの招待に基づく場合に限り、寄港国であるメンバーの検査

官に同行するために自国の職員を派遣し、自国の船舶に対する検査に立ち

会わせる又は参加させることができる。 

 

29. 旗国であるメンバーは、寄港国であるメンバーの検査官からの違反報告に

関して、自らの検査官からの報告によるものと同様に、自らの国内法に従

って、これを検討し、対処するものとする。メンバーは、本決議に定めら

れた検査報告書に基づき生じる司法手続き又はその他の手続きを促進する

ため、自らの国内法に従って、これに協力するものとする。 

 

30. 事務局長は、検査に関する情報について、電子データベースにこれをとり

まとめるものとする。事務局長は、同データベースの生データにかかる機

密性を確保するものとする。メンバーが他のメンバーの検査記録に関する

情報を求める場合、事務局長は、後者が同意する場合のみ、これを提供す

ることができる。 



 

31. 委員会は、遅くとも 2018 年の同委員会年次会合には本決議をレビューし、

本決議の有効性を改善するための改正（パラグラフ 15 に定める検査カバー

率の最低水準を含む）について検討するものとする。 

 

32. 本決議は、2017 年 1 月に効力を生ずるものとする。 



別添 A 
 

Information to be provided in advance by vessels requesting port entry 
入港を要請する船舶により事前に提供されるべき情報 

 
 

1. Intended port of call 寄港しようとする港  
 

2. Port State 寄港国  
 

3. Estimated date and time of arrival 到着予定日時  
 

4. Purpose(s) 目的  
 

5. Port and date of last port call 最終寄港地及び寄港日  
 

6. Name of the vessel 船名  
 

7. Flag State 船籍国  
 

8. Type of vessel 船舶の種類  
 

9. International Radio Call Sign 国際無線呼出符号  
 

10. Vessel contact information 船舶の連絡先  
 

11. Vessel owner(s) 船主  
 

12. Certificate of registry ID 登録番号  
 

13. Lloyd’s / IMO ship ID, if available 
   船舶識別番号、もしあれば 

 

 

14. External ID, if available1 外部識別番号、もしあれば  
 

15. RFMO ID  RFMO識別番号  
 

16. VMS2 
船舶監視システム 

No 
無 

Yes:National 
有:国 

Yes:RFMO(s) 
有:RFMO(s) 

 

Type2:種類 

 

17. Vessel dimensions 
船舶の寸法 

 

Length Overall and Beam 
全長及び船幅 

Draft 
喫水 

 

18. Vessel master name and nationality 
船長の名前及び国籍 

 

 

19. Relevant fishing authorization(s) 関連する漁業許可
Identifier3 

（確認者） 
 

Issued by 
（発行者） 

Validity4 
（効力） 

Fishing area(s) 
（操業海域）

Species 
（FAO 3-Alpha code）

（魚種） 

Gear
（漁具） 

    SBT(SBF)  

    SBT(SBF)  
 

20. Relevant transshipment authorization(s)/transshipment declaration(s)  関連する転載許可 

                                                  
1 Provide details of any external vessel markings e.g. registration and identification numbers, that are additional to the information 

already provided on this form. 本様式に既に提示された情報に加え、例えば登録及び識別番号等、船舶の外部標識か

かる詳細を示すこと。 
2 Circle the correct option(s) to indicate what type of VMS is on board the vessel: Circle ‘No’ if no VMS unit on board, ‘Yes: 

National’ if the vessel has a VMS that transmits to a Flag State, and/or ‘Yes: RFMO(s)’ if the vessel has a VMS that transmits to 
RFMO(s); for ‘Type’: Provide the type and model of any VMS unit(s) on board. 船上に搭載されている VMS の種類とし

て当てはまるものを丸で囲むこと：搭載していない場合は「無」、旗国に対して送信される VMS を搭載している場

合は「有・国」、RFMO に対して送信される VMS を搭載している場合は「有・RFMO」。「種類」の欄には、船上の

全ての VMS ユニットの種類及び型式を示すこと。 
3 Provide the Flag State CCSBT fishing authorisation reference number(s), e.g. fishing licence number, and the CCSBT 

Registration Number for this vessel (if applicable). 当該船舶にかかる旗国の CCSBT 漁業許可リファレンス番号（例え

ば漁業ライセンス番号）、及び CCSBT 登録番号を示すこと（適当な場合）。 
4 Provide the dates for which the CCSBT fishing authorisation(s) is/are valid (if applicable) CCSBT 漁業許可が有効である日

付を示すこと（適当な場合）。  



 

Identifier5 
確認者 

  

Issued by 
発行者 

 Validity6 
効力 

 

 

Identifier5 

確認者 
  

Issued by 
発行者 

 Validity6 

効力 
 

 

21. Transshipment information concerning donor vessels 提供船舶に関する転載情報  
 

Date 
日時 
 

 

Location 
位置 

 

Name 
船名 

 

Flag State 
船籍国 

 

ID num- 
ID番号 

Species
（FAO 
3-Alpha 
code） 
魚種 

Type of 
Product 
製品 

Catch area 
漁獲海域 

 

Quantity 
(in Kg) 
数量 

     SBT(SBF)    

     SBT(SBF)    
 

22. Total southern Bluefin tuna on board 漁獲総積載量 23. SBT(SBF) to be off Loaded  
漁獲荷下ろし量 

 

Species（FAO 
3-Alpha code） 

魚種 

 

Type of Product 
製品形態 

 

Catch area 
漁獲海域 

Quantity 
(in Kg) 
数量 

Quantity (in Kg) 
数量 

 
SBT(SBF) 

    

 
SBT(SBF) 

 

  

  

                                                  
5 For transhipment authorisations record “Authorisation” and the authorization reference number(s) if available; for transhipment 

declarations record “TD”. 転載許可に関しては、「許可」及び可能な場合は許可リファレンス番号を記録すること。

転載申告書に関しては、「TD」を記録すること。 
6 For transhipment authorisations, provide the dates for which the CCSBT authorisation(s) is/are valid (if applicable); for 

transhipment declarations, record the transhipment date. 転載許可に関して、CCSBT 許可が有効である日付を示すこと

（適当な場合）。転載申告書に関しては、転載の日付を記録すること。 



               別添 B 
 

Report of the results of the inspection 
検査結果報告書 

 
Where applicable, verify to the extent possible, that the details noted during the inspection, e.g. vessel identifiers/other vessel 
details, authorisations and SBT quantities are true, complete, correct and consistent with the information provided in 
accordance with the port entry request form (Annex A). 
必要に応じて、検査中に留意された詳細（船舶識別子／その他の船舶の詳細、許可及びSBTの数量が真実であり、

完全で、正しく、かつ入港要請様式（別添A）に従って提出された情報と整合しているかどうか等）を可能は範囲

で確認すること。 
 

1. Inspection report no7 検査報告番号  2. Port State 寄港国  
3. Inspecting authority 検査当局  
4. Name of principal inspector 主任検査官の名前  ID 身分証明書  
5. Port of inspection 検査港  
6. Commencement of inspection 検査の開始日時 YYYY 年 MM 月 DD 日 HH 時

7. Completion of inspection 検査の終

了日時 
YYYY 年 MM 月 DD 日 HH 時

8. Advanced notification received 事前通報の受領 Yes 有 No 無 

9. Purpose(s)8  目
的 

LAN 陸揚げ TRX 転載 PRO 

加工 
OTH (specify) その他（特定） 

10. Port and State and date of last port call
最終寄港地、国及び日付 

YYYY 年 MM 月 DD 日

11. Vessel name 船名  
12. Flag State 船籍国  
13. Type of vessel 船舶の種類  
14. International Radio Call Sign 国際無線呼出符号  
15. Certificate of registry ID 登録番号  
16. Lloyd’s IMO ship ID, if available  IMO船舶番号 あれば 
17. External ID , if available9  IMO船舶番号 あれば  
18. Port of registry 登録港  
19. Vessel owner(s) 船主  
20. Vessel beneficial owner(s), if known and different from
vessel owner 
船舶実質所有者（船主と異なり、わかる場合） 

 

21. Vessel operator(s), if different from vessel owner 
船舶の運航者（船主と異なる場合） 

 

22. Vessel master name and nationality 船長の名前及び国籍  
23. Fishing master name and nationality 漁労長の名前及び国籍  

                                                  
7 Provide a unique reference number for this inspection report. 本検査報告書固有のリファレンス番号を示すこと。 
8 Record the purpose of entry into Port by circling the relevant option(s): LAN – landing, TRX – transhipment, PRO – processing, 

OTH - other. For ‘OTH’, specify what this signifies, for example re-fuelling, re-supplying, maintenance, and/or dry-docking, etc. 
関連する選択肢を丸で囲み、入港の目的を示すこと：LAN－陸揚げ、TRX－転載、PRO－加工、OTH－その他。「OTH」

については、給油、補給、整備、船渠（乾ドック）等、その意味を明示すること。 
9 Record details of any external vessel markings e.g. registration and identification numbers that are additional to the information 

already provided on this form.  本様式に既に提示された情報に加え、例えば登録及び識別番号等、船舶の外部標識

かかる詳細を示すこと。 



24. Vessel agent 船舶の代理人  
25. VMS10 船舶監視システム No 

無 
Yes:National 
 有:国 

Yes:RFMOｓ Type: 種類 

 26.CCSBT Authorised Vessel list 

 CCSBT Registration Number: 

27. Relevant fishing authorization(s)  関係する漁業の当局 

Identifier11 
確認者 

Issued by 
発行者 

Validity12 
効力 

Fishing area(s) 
操業海域 

Species（FAO 
3-Alpha code） 

魚種 

Gear 
漁具 

    SBT(SBF)  

28. Relevant transshipment authorization(s)/Transhipment declaration(s)  関係する転載の当局 
Identifier13 確認者  Issued by 発行者  Validity14効力  

Identifier13 確認者  Issued by 発行者  Validity14効力  

29. Transshipment information concerning donor vessels 提供船舶に関する転載情報

Name 
船名 

Flag State 
旗国 

ID no 
登録番号 

Species 
（FAO 3-Alpha code）

魚種 

Type of Product 
製品形態 

Catch area(s) 
漁獲海域 

Quantity 
(in kg) 
数量 

     SBT(SBF)    

   SBT(SBF)    

30. Evaluation of offloaded catch (quantity) 荷卸された漁獲物の推定（数量） 
Species (FAO 

3-Alpha code） 
魚種 

Type of 
Product 

製品形態 

Catch 
area(s) 

漁獲海域 

Quantity 
declared 
(in kg) 

申告数量 

Quantity 
retained(in kg) 
保持数量 

Difference between quantity declared and 
quantity determined, if any(in kg) 

申告数量と確定数量の差（もし、
あれば） 

SBT(SBF)  
31. Catch retained onboard (quantity)  船上保持漁獲物（数量） 

Species(FAO 
3-Alpha code） 
魚種 

Type of 
Product 

製品形態 

Catch 
area(s) 

漁獲海域 

Quantity 
declared(in kg) 
申告数量 

Quantity 
retained(in kg) 
保持数量 

Difference between quantity declared and 
quantity determined, if any(in kg) 

申告数量と確定数量の差（もし、
あれば） 

SBT(SBF)  
32. Examination of logbook(s) and other documentation
操業日誌及びその他の文書の調査 

Ye 
有

No 
無

Comments コメント

33. Compliance with applicable catch documentation scheme(s)
漁獲証明制度の遵守 

Ye 
有

No 
無

Comments コメント

34. Type of gear used 使用された漁具の種類

                                                  
10 Circle the correct option(s) to indicate what type of VMS is on board the vessel: Circle ‘No’ if no VMS unit on board, ‘Yes: 

National’ if the vessel has a VMS that transmits to a Flag State, and/or ‘Yes: RFMO(s)’ if the vessel has a VMS that transmits to 
RFMO(s); for ‘Type’: Provide the type and model of any VMS unit(s) on board.  船上に搭載されている VM の種類とし

て当てはまるものを丸で囲むこと：搭載していない場合は「無」、旗国に対して送信される VMS を搭載している場

合は「有・国」、RFMO に対して送信される VMS を搭載している場合は「有・RFMO」。「種類」の欄には、船上の

全ての VMS ユニットの種類及び型式を示すこと。 
11 Note the Flag State CCSBT fishing authorization reference number(s), e.g. fishing licence number, and the CCSBT 

Registration Number for this vessel (if applicable).  当該船舶にかかる旗国の CCSBT 漁業許可リファレンス番号（例

えば漁業ライセンス番号）、及び CCSBT 登録番号を記載すること（適当な場合）。 
12 Record the dates for which the CCSBT fishing authorisation(s) is/are valid (if applicable) CCSBT 漁業許可が有効である日

付を記録すること（適当な場合）。 
13 For transhipment authorisations record “Authorisation” and the authorisation reference number(s) if available; for transhipment 

declarations record “TD”  転載許可に関しては、「許可」及び可能な場合は許可リファレンス番号を記録すること。

転載申告書に関しては、「TD」を記録すること。 
14 For transhipment authorisations, provide the dates for which the CCSBT authorisation(s) is/are valid (if applicable); for 

transhipment declarations, record the transhipment date.  転載許可に関して、CCSBT 許可が有効である日付を示すこ

と（適当な場合）。転載申告書に関しては、転載の日付を記録すること。 



35. Gear examined in accordance with paragraph g) of Annex B 
   調査された漁具 

Yes 
有 

No
無 

Comments コメント

36. Findings by inspector(s)15 検査による所見 
 

37. Apparent infringement(s) noted including reference to relevant legal instrument(s)
関連する法律文書に明記されている明白な違反 

 

38. Comments by the master 船長のコメント 
 

39. Action taken16 とられた措置 
 
 

40. Master signature 船長の署名 
 

41. Inspector signature 検査官の署名 
 

 

                                                  
15 Record whether there is any evidence to indicate that this vessel is/was involved in any SBT IUU fishing and/or fishing-related 

activities. 当該船舶が SBT にかかる何らかの IUU 漁業及び／又は漁業関連活動に関与したことを示す証拠がある

かどうかを記録すること。 
16 Record any evidence collected and/or seized in relation to suspected SBT IUU fishing or fishing-related activities, for example 

any photos or samples taken, and any seizure of gear, materials or documents. In addition, record measures that could 
potentially be taken to address any apparent infringements detected, as well as any relevant authorities/officials contacted. 
SBT にかかる IUU 漁業又は漁業関連活動の嫌疑に関して収集及び／又は押収された証拠（例えば写真、収集され

たサンプル、漁具、用具又は文書といった押収物）を記録すること。さらに、確認された明白な違反に対してと

られる可能性がある措置、並びに関連当局／担当官の連絡先を記録すること。 
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